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午後１時３０分開会 

【事務局（黒田都市計画課長）】  定刻になりましたので、ただ今から、第２３８回東

京都都市計画審議会を開催させていただきます。 

委員の御出席の状況につきましては、委員の２分の１以上という定足数を満たしており

ますことを、ここに御報告申し上げます。 

本日は、新型コロナウイルスの感染拡大防止のため、参加幹事を最低限とさせていただ

いております。また、委員の座席は２列に分けまして、また会議室のドアを開放させてい

ただいております。御不便をおかけいたしまして申し訳ございません。 

それでは、資料の確認でございます。 

 お手元に、「第２３８回東京都都市計画審議会 資料一覧」、Ａ４横の紙をお配りして

おりますので、これを基に資料の御確認をお願いいたします。 

はじめに、Ａ４横１枚の「議案一覧表」でございます。裏と表がございます。 

次に、薄茶色の表紙の冊子、横Ａ４で「議案・資料」。 

次に、桃色の表紙、「議案・資料 別冊 委員の異動報告・委員名簿・幹事名簿」でご

ざいます。 

 次に、クリーム色の表紙でございます、「議案・資料 別冊 意見書の要旨」でござい

ます。 

 今度、Ａ４縦型です。薄緑色の表紙で、「資料〔別冊〕都市計画（素案）日本橋一丁目

１・２番地区」です。 

次に、オレンジ色の表紙、「資料〔別冊〕都市計画（素案）新宿駅西南口地区」でござ

います。 

右側の山に移りまして、薄紫色表紙で、住宅市街地の開発整備の方針の資料、これが７

冊ございます。表紙の左上に丸の番号を付してございまして、１番目に、これだけ薄いの

ですが、「住宅市街地の開発整備の方針①」、概要版でございます。以下②から⑦まで冊

子がございます。 

本日お配りいたしました資料は以上でございます。よろしゅうございますでしょうか。 

 続きまして、本日の日程についてでございます。恐れ入りますが、最初の「議案一覧

表」、Ａ４の裏表でございます、こちら、議事日程が日程第１から日程第７までございま

す。議題につきましては合計３１件ございます。全て議決案件となっております。どうぞ

よろしくお願いいたします。 
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 それでは、早速でございますが、原田会長、よろしくお願いいたします。 

【原田（保）会長】  ただいまから会議を開催いたします。委員の皆様方には、御多忙

の中御出席をいただきまして、誠にありがとうございます。 

はじめに、本日の審議会は、従来どおり公開で行いますので、傍聴者及び報道関係者の

方々に御入室をいただいております。 

傍聴者の皆様には、当審議会の会議を傍聴する際は、お手元に配布しております「傍聴

に当たっての注意事項」を厳守されるようお願い申し上げます。 

次に、委員の異動について御報告をさせていただきます。お手元の、桃色の表紙の「議

案・資料 別冊」を御覧ください。 

１ページに、委員の異動報告を記載してございます。新しく委員になられた方々を御紹

介申し上げます。 

議席番号２番、財務省関東財務局長、成田耕二委員でございます。本日は御都合により、

代理の方に御出席いただいております。 

議席番号９番、墨田区議会議長、木内清委員でございます。 

議席番号１０番、経済産業省関東経済産業局長、太田雄彦委員でございますが、本日は

御都合により、欠席する旨の御連絡を事前にいただいております。 

議席番号１３番、国土交通省関東運輸局長、新田慎二委員でございます。本日は御都合

により、代理の方に御出席をいただいております。 

議席番号１６番、国土交通省関東地方整備局長、廣瀬昌由委員でございます。本日は御

都合により、代理の方に御出席をいただいております。 

なお、委員の議席につきましては、２ページに記載している委員名簿の議席番号のとお

りとしておりますので、御了承をお願いいたします。 

それでは、これより審議に入りますが、限られた時間の中でございます。また、特に本

日は議案も多数に上っておりますので、十分に御審議をいただく一方で、議事の進行等に

つきまして、皆様方、御協力方よろしくお願い申し上げます。 

  ──────────────────────────────────── 

【原田（保）会長】  それでは、議事日程に入らさせていただきます。 

日程第１、議第７５５８号と議第７５５９号を一括して議題に供します。 

山崎幹事、説明をお願いします。 

【山崎幹事】  日程第１、議第７５５８号、東京都市計画都市再生特別地区日本橋一丁



 -3- 

目１・２番地区について、御説明いたします。 

資料は、お手元の、薄茶色表紙「議案・資料」３ページから７８ページまででございま

す。あわせて、薄緑色表紙「都市計画（素案）日本橋一丁目１・２番地区」も御参照くだ

さい。 

今回の変更は、国家戦略特別区域法に基づき、国家戦略特別区域会議から東京都の都市

計画審議会に付議されたもので、事業主体は、日本橋一丁目１・２番地区再開発準備組合

でございます。 

「議案・資料」６ページの位置図と併せて、モニターを御覧ください。 

本地区は、東京メトロ東西線及び銀座線日本橋駅の北西側に位置し、重要文化財である

日本橋に近接した、約０．８ヘクタールの区域でございます。また、都市再生緊急整備地

域及び特定都市再生緊急整備地域である東京都心・臨海地域内に位置しております。 

「議案・資料」１０ページの参考図１と併せて、モニターを御覧ください。 

本計画は、日本橋川沿いの連続的な水辺空間と歩行者基盤の整備、都心型複合ＭＩＣＥ

拠点形成を支える都市機能の導入、環境負荷低減と防災対応力強化に取り組むもので、当

該緊急整備地域の地域整備方針に沿うものであり、かつ、都市再生の効果が高いものとな

っております。 

具体的な都市再生への貢献内容につきましては、主なものといたしまして、エリアの回

遊性を高める重層的な歩行者ネットワークや、日本橋川沿いのにぎわいある水辺空間と交

流空間を整備するとともに、首都高地下化の実現に向けた協力を行います。 

さらに、都心型複合ＭＩＣＥ拠点形成を支える、日本橋の伝統と先進性を融合した文化

体験施設約７００平方メートルのほか、名橋日本橋に面する立地をいかした情報発信・交

流施設約３００平方メートルを整備いたします。 

「議案・資料」の３ページから５ページまで、及び８ページの計画図２と併せて、モニ

ターを御覧ください。 

都市再生特別地区の都市計画変更の内容について御説明いたします。 

容積率については、本計画の都市再生への貢献内容を適切に評価した上で、最高限度を

地区全体で１，６３０％といたします。また、街区ごとにも最高限度を定め、Ａ街区にお

いては１，８８０％とし、一部を都市の魅力創造に資する施設といたします。 

高さの最高限度は、Ａ街区においては、高層部を１４５メートル、低層部を３１メート

ルなどといたします。 
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「議案・資料」の１１ページと併せて、モニターを御覧ください。完成予想図でござい

ます。 

参考といたしまして、国家戦略特別区域法に基づき、国家戦略特別区域会議から中央区

都市計画審議会へ別途付議されております都市計画について、御説明いたします。 

まず、日本橋・東京駅前地区地区計画の変更についてでございます。 

「議案・資料」の１２ページから７２ページまでと併せて、モニターを御覧ください。 

地区施設として、広場や歩行者通路、歩道状空地などを位置付けます。 

また、本計画地の地下に首都高速道路が整備されることを踏まえ、道路の上下の空間に

建築物等を建築できるようにするため、重複利用区域を定めます。 

次に、日本橋一丁目１・２番地区第一種市街地再開発事業の決定についてでございます。 

「議案・資料」の７３ページから７８ページまでと併せて、モニターを御覧ください。 

都市再生特別地区を定める区域において、土地の合理的かつ健全な高度利用と都市機能

の更新を図るため、市街地再開発事業を決定いたします。 

なお、これらの案件につきまして、本年６月９日から２週間、公衆の縦覧に供したとこ

ろ、意見書の提出はございませんでした。 

議第７５５８号の説明は以上です。 

次に、議第７５５９号、東京都市計画都市再生特別地区新宿駅西南口地区について、御

説明いたします。 

資料は、お手元の、薄茶色表紙「議案・資料」７９ページから１１３ページまででござ

います。あわせて、オレンジ色表紙「都市計画（素案）新宿駅西南口地区」も御参照くだ

さい。 

今回の変更は、国家戦略特別区域法に基づき、国家戦略特別区域会議から東京都の都市

計画審議会に付議されたもので、事業主体は、京王電鉄株式会社及び東日本旅客鉄道株式

会社でございます。 

「議案・資料」８４ページの位置図と併せて、モニターを御覧ください。 

本地区は、昨年３月に都市再生特別地区の決定をいたしました新宿駅西口地区に隣接し、

甲州街道を挟んで南北二つの街区で構成される、約１．９ヘクタールの区域でございます。

また、都市再生緊急整備地域及び特定都市再生緊急整備地域である新宿駅周辺地域内に位

置しております。 

「議案・資料」８８ページの参考図１と併せて、モニターを御覧ください。 
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本計画は、新宿グランドターミナルの実現に向けた基盤整備、国際競争力を高める都市

機能の導入及び環境負荷低減と防災対応力強化に取り組むもので、当該緊急整備地域の地

域整備方針に沿うものであり、かつ、都市再生の効果が高いものとなっております。 

具体的な都市再生への貢献内容につきましては、主なものとして、既に事業中の新宿駅

直近地区土地区画整理事業などと連携した重層的な歩行者動線の整備により、駅とまち、

まちとまちをつなぐ東西南北の歩行者中心のネットワークを構築いたします。 

また、新宿駅西口地区と連携した、南北４００メートルにわたる開放感あふれる滞留空

間の整備などにより、新宿グランドターミナルのにぎわいと交流を創出いたします。 

さらに、新宿駅の交通結節点としての強みをいかし、にぎわい形成に資する観光産業拠

点約３，０００平方メートル、多様な過ごし方を提供する二つの宿泊施設約２万３，３０

０平方メートルを整備いたします。 

「議案・資料」の７９ページから８３ページまで、及び８６ページの計画図２と併せて、

モニターを御覧ください。 

都市再生特別地区の都市計画変更の内容について御説明いたします。 

容積率については、本計画の都市再生への貢献内容を適切に評価した上で、最高限度を

地区全体で１，５４０％といたします。また、街区ごとにも最高限度を定め、南街区にお

いては２，０００％とし、一部を居住・滞在施設、都市の魅力創造に資する施設といたし

ます。 

高さの最高限度は、南街区においては、高層部を２３０メートル、低層部を８０メート

ルなどといたします。 

「議案・資料」の８９ページと併せて、モニターを御覧ください。完成予想図でござい

ます。 

参考といたしまして、国家戦略特別区域法に基づき、国家戦略特別区域会議から新宿区

都市計画審議会と渋谷区都市計画審議会へ別途付議されております都市計画について、御

説明いたします。 

まず、新宿駅直近地区地区計画の変更についてでございます。 

「議案・資料」の９０ページから１１１ページまでと併せて、モニターを御覧ください。 

地区施設として、新宿駅西口地区などと連携し、立体広場や歩行者デッキ、通路などを

位置付けます。 

次に、第２４号新宿駅南口駐車場の変更についてでございます。 
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「議案・資料」の１１３ページと併せて、モニターを御覧ください。 

新宿駅周辺の基盤整備の一環として、区域を変更し、モニター上、黄色で示す範囲を廃

止いたします。 

なお、これらの案件につきまして、本年６月９日から２週間、公衆の縦覧に供したとこ

ろ、２名から１通の意見書の提出がございました。 

資料は、お手元の、クリーム色表紙、「意見書の要旨」１ページから４ページまでとな

ります。 

賛成及び反対意見はなく、その他の意見が２名から１通ございました。 

主な意見は１ページになりますが、「屋上を日常的に利用しているビルもあるが、事業

者による調査では地上３０メートルでの高さの風環境の調査は全くされていない。又、簡

単な模型を使った風洞実験では隣棟間隔の狭い場所に起こる「谷間風」の正しい調査結果

が出ていない様に思う。事業者は計画建物が周囲に及ぼす風環境に対してさらなる調査は

されるのか。」などの意見がございました。 

これに対する国家戦略特別区域会議の見解は、１ページ右枠の記載のとおりで、「都市

再生特別地区の都市計画提案にあたり、事業者が事前に地区周辺の歩道等の風環境の予

測・評価を行っている。 

これによると、開発後の風環境は、大部分が低中層市街地相当におさまるとともに、一

部の地点が中高層市街地相当となっている。開発前後とも、強風地域相当となる地点はな

く、開発後も、計画地周辺の低中層市街地相当と中高層市街地相当が混在した現在の土地

利用の状況に応じた風環境であることを確認している。頂いたご意見については事業者に

伝えている。」などというものです。 

日程第１の説明は以上です。 

【原田（保）会長】  それでは、日程第１につきまして御質問、御意見等がございまし

たら、よろしくお願いいたします。 

 古城委員、どうぞ。 

【古城委員】  地元新宿におります一人でございますので、その立場から意見とまた質

問を一つずつさせていただければと思います。 

 皆様御承知のとおり、新宿は内藤新宿を淵源といたしまして、特に戦後から現在に至る

街の発展は、駅と共にあるところでございます。そして、今、新宿グランドターミナルへ

の再編ということがうたわれておりまして、この駅周辺では都市再生を推進するために国
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家戦略特区制度が、新宿の住友ビルですとか、また歌舞伎町一丁目地区、また先ほども説

明がございました新宿駅西口地区でも活用されまして、今回付議されております新宿駅西

南口地区でも活用されるところであります。 

 こうした新宿グランドターミナルへの再編においては、特に誰もが安心して心軽やかに

移動できる整備が重要であると考えます。歩行者に配慮した取組というのも、大いに期待

をするところであります。 

 またこの３年余りのコロナ禍を乗り越えた先の新宿、そして東京全体に活気をもたらす

であろう街のにぎわいや活気を起こしたプロジェクトを基に、ここ新宿から発信していく

ことが待ち望まれている、こうしたことも繰り返し訴えてまいりました。 

 これらの様々なプロジェクトは長期にわたるものでございます。したがいまして、にぎ

わいや活気を絶やすことなく進めることが特に重要であると考えます。 

 そこで今回付議されております新宿駅西南口地区におきまして、先行する事業とどのよ

うに連携をし、また、安全で快適な歩行者ネットワークの整備に取り組んでいくのか。さ

らに今も申し上げました長期間にわたりいくつもの事業が並行して進められていくことに

なりますので、工事期間中のにぎわいの創出にどのように取り組んでいくのか、この点お

尋ねをさせていただきます。 

【山崎幹事】   議長 

【原田（保）会長】  はい、山崎幹事、どうぞ。 

【山崎幹事】  まず、歩行者ネットワークの整備についてでございますが、本地区では

先行いたします土地区画整理事業で整備される東西デッキ、南北デッキや、新宿駅西口地

区などで整備されます歩行者空間と連携いたしまして、街区内を貫通する東西の歩行者通

路を整備するとともに、甲州街道の南北の移動を円滑化する道路上空のデッキ整備や地下

広場の拡充等に取り組みます。 

 また、本地区に隣接する地下駐車場につきまして、土地区画整理事業による出入口の移

設に合わせ、荷捌き車両も利用できるよう改修することで、現在の都道に面した荷捌き車

両の出入口の利用の大幅な抑制を実現し、歩行者環境を向上させるなど、複数の事業間で

の連携した取組により、駅とまち、まちとまちをつなぐ東西南北に重層的に広がる快適で

安全な歩行者ネットワークを構築いたします。 

 次に、工事期間中のにぎわい創出についてですが、今後、本地区事業者も参加いたしま

して設立予定のエリアマネジメント協議会による、まちづくりの機運を高めるイベント等
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を実施することとしております。 

 本年１０月には西口地区の工事が開始されることから、現在、西口地区の工事仮囲い、

デジタルサイネージ等を活用し、新宿グランドターミナルの将来像を情報発信するなど、

街のにぎわいの維持にも配慮した取組について関係者間で調整しているところでございま

す。 

【原田（保）会長】  古城委員、どうぞ。 

【古城委員】  やはり駅の大きな課題である歩行者動線の、東西南北の行き来、さらに

は縦動線、特にエレベーターシャフト、外国人の方の視認性、また子供連れの御家族、ベ

ビーカーを押すお父さんお母さん、また高齢者の方、車椅子を利用される方、そうした方

にとって、より利用しやすい駅、また駅周辺の各ビル、こうしたことを期待するところで

あります。 

 またあわせて要望とさせていただきたいところですが、やはりこれから工事が始まって

いくに当たって、今後このグランドターミナル全体としては２０４０年代を目途にしてお

ります。したがって、未来に向かっての移りを分かりやすく示していただきたいというこ

と、また先ほども申し上げましたが、新宿は内藤新宿以来の歴史ある街であります。した

がって、街の過去から未来への生まれ変わっていく、そうした将来像も可視化、過去から

未来へのそうした移り変わりも可視化をしていただきたい。こうしたことを踏まえて、是

非とも新宿に住まう方々、また新宿において働いておられる方々、また新宿に来られる多

くの皆様にとって、夢と希望あふれるプロジェクトとしていただきたいと思います。 

 こうした中で、既に皆様も御覧いただいていると思いますが、都施行の土地区画整理事

業の駅前広場の通りの道路の切替工事と、また駐車場の出入口工事が始まっております。

また来月の２日には、新宿駅西口地区の着工に向けて、小田急百貨店さんの新宿店本館が

最終営業日を迎えるわけですけれども、こちらについては新宿西口ハルクにおいて営業が

継続されると伺っております。街の光は続いていくわけであります。年が明けまして明年

の１月には、来年４月に開業予定の、東口側、東急歌舞伎町タワーが竣工いたします。 

 そして今回、付議をしていただいております新宿駅西南口地区の都市計画の決定という

ことが、今年度行われるわけですけれども、正にこの令和４年度、２０２２年度は、新宿

の街づくりにおいて節目の一年であろうかと思います。 

 この新宿が２０４０年代に向かって大きく動き出していくというのがこの年であります。

そうした中で、是非とも東京都、特に都市整備局の皆様におかれましては、この東京の発
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展を先導する国際的な交流拠点の形成という目的が、この新宿にあるわけですけれども、

これを着実に進めて行っていただきたいと強く要望をさせていただきますとともに、是非

ともこの新宿駅西南口地区につきましては、皆様の御賛同を得て速やかに議決をしていた

だけることをお願い申し上げまして、質問と意見とさせていただきます。以上でございま

す。ありがとうございました。 

【原田（保）会長】  ほかにございますか。 

原田委員、どうぞ。 

【原田（あ）委員】  それでは、まず日本橋一丁目１・２番地区特区について質問をさ

せていただきます。 

 本地区周辺では、この間、首都高地下化とともに、一気に大型開発の計画が進められて

きました。長年その土地で定められた建築規制に基づく計画であれば、まだ日本橋の風情

は守られたと思いますが、開発特区の名の下に、全ては国際競争力の名の下に、それまで

の歴史も風情もかなぐり捨てて、無秩序な容積率の緩和により、２００メートルを超える

超高層ビルがびっしりと日本橋川沿いに建設される予定です。 

 そこでまずお聞きしますが、地区全体での容積率は何％から何％に緩和されたのか。ま

たＡ街区で容積率は何％から何％に緩和されるのか。 

【原田（保）会長】  はい、山崎幹事、どうぞ。 

【山崎幹事】  区域全体の従前の容積率は加重平均で約７０５％であり、変更後の容積

率は１，６３０％としております。Ａ街区の従前の容積率は、加重平均で、約７０２％で

あり、変更後の容積率は１，８８０％としております。 

【原田（保）会長】  はい、原田委員、どうぞ。 

【原田（あ）委員】  本計画のＡ街区に立つビルは１４０メートルほどと、周りの超高

層ビルからすれば一段低くなっています。しかし、敷地の狭さからすれば余りに超高層で

あり、驚くべき建築物です。そこで容積率をお聞きしたところ、ただでさえ引き上げられ

てきた日本橋川沿いの７００％を超える容積率が、Ａ街区に至っては何と１，８８０％と。

だから狭い敷地にこれだけの建物が計画できるわけですね。隣接する人たちへの圧迫感は

すさまじいものと想像します。街区に比して行き過ぎた詰め込みを行うことで、私は資産

価値の問題も深刻な影響を受けると思っています。 

 日本橋に限らず全ての再開発ビルに言えることですが、ここまで目一杯容積率を緩和し

たことで、今回の建設費用が余剰床の処分によってペイできるスキームになっているので
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しょうけれども、次の改築の際にはもう余剰床は生まれません。なんなら社会が無秩序な

超高層ビルの乱立を規制する方向に動いた際には、本再開発ビルは既存不適格となり、縮

小した改築を余儀なくされる危険性だってあるわけです。欧米では始まっている炭素税が

導入された際には、この再開発ビルは間違いなく対象とされ、管理費にのしかかってくる

ことだって予想されます。 

 そうした思わぬ事態に備えて、果たして、事業者たる、事業協力者たるディベロッパー

は、余剰床処分による儲けを将来に残してくれるんでしょうか。余剰床の売却益は、大方

が事業協力の対価として持っていかれてしまうことにならないのか。地権者は確認が必要

だと思っております。 

 しかし、そうした事業計画について、事業協力者は一切全貌を語らない。こうした苦情

を各地でお聞きします。これは、単なる苦情にしておくととんでもない結果を招きかねま

せん。 

 例えば本計画も現在、準備組合段階では何も明らかにされず、本日の都市計画審議会を

承認を受けたとして、その後、本組合が結成され、そこで初めて各地権者の受け取る価値

が示されるというのが通常です。そのときにはもう後戻りできないところまで話が進んで

いる。こんな話がほとんどなのじゃないでしょうか。 

 私たち都市計画審議会委員も、容積率の極限までの緩和を決定するという、この地域の

人たちの将来に重大な影響を与える計画について、率直に言って計画の全貌を知らされな

いまま、都市計画決定の賛否を出さねばならないことに、私は制度上の重大な問題を感じ

ざるを得ません。本日も多くの再開発が審議されますが、それらを貫く問題意識として述

べておきたいと思います。 

 そこでお聞きしますが、本件の都市再生特別地区の権利者の人数と同意の状況について

伺います。 

【原田（保）会長】  山崎幹事、どうぞ。 

【山崎幹事】  事業者からの都市計画素案の提出時における当地区の権利者数は１５人

でありまして、同意率は約８７％となっております。 

【原田（保）会長】  原田委員、どうぞ。 

【原田（あ）委員】  １５人中恐らく２人ほどが反対されているという計算になります

でしょうか。この街区周辺には正に老舗と呼ばれるお店がいくつもありまして、全国に名

だたるこうした老舗の店主が、日本橋一体の巨大開発に苦言を呈しているという話を、私
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も聞いております。数千億円もの税金をかけて、せっかく首都高を地下に潜らせるという

のに、日本橋周辺は巨大開発で埋め尽くされてしまい、日本橋の川面を開放した意味が失

われるからです。 

 そこでお聞きしますが、日本橋川南側にはこの数年間に都市計画審議会を経た超高層ビ

ルだけで何地区あるのか、またそれぞれのビルの高さを教えてください。 

【原田（保）会長】  山崎幹事、どうぞ。 

【山崎幹事】  これまで日本橋川の南側では、日本橋川に面して本地区以外に４地区の

開発プロジェクトが都市計画決定されています。都市計画に定められた各地区の高さの最

高限度は、日本橋一丁目東地区が約２４０メートル、日本橋一丁目中地区が約２９０メー

トル、八重洲一丁目北地区が約２３５メートル、大手町地区Ｄ－１街区が約３９０メート

ルとなっております。 

【原田（保）会長】  原田委員、どうぞ。 

【原田（あ）委員】  聞きましたか、審議委員の皆さん。都庁級の超超高層ビルが、超

が何個も付く高層ビルが、川沿いにびっしりと並ぶわけですよ、南側に。極めつけは西の

端に大手町Ｄ－１街区の３９０メートルがそびえると。 

 そこでですね、本計画の資料別冊には、８ページ、イメージパースが示されています。

このイメージパースですが、「西側から望む」と括弧書きがされておりまして、日本橋川

上流から、西の方から本計画地を望む絵が描かれています。光の配置から見て、太陽がま

だ東の地平線付近に位置する時間帯のパースのように見えるんですが、本計画のビルには

その東側に超高層ビルが建っている。にもかかわらず、北側からの日当たりがあるように

描かれているわけです。一般的に北側から日が当たるということは珍しいことのように感

じるかもしれませんが、改めてこのパースの想定時期や時間帯について伺います。 

【原田（保）会長】  山崎幹事、どうぞ。 

【山崎幹事】  お話のパースですけれども、夏至の午前８時から９時ごろを想定したも

のとなっております。 

【原田（保）会長】  原田委員、どうぞ。 

【原田（あ）委員】  また、その想定時期や時間帯以外に本計画に北側から日光が当た

る時期や時間帯はあるのかも、併せてお答えください。 

【原田（保）会長】  山崎幹事、どうぞ。 

【山崎幹事】  春分から秋分までは、建物の北側から日光が当たりまして、その時間帯
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は春分及び秋分で日の出から午前９時頃まででございます。夏至では日の出から午前１０

時頃まででございます。 

【原田（保）会長】  原田委員、どうぞ。 

【原田（あ）委員】  太陽というのは、東そして南の方から上がるのかと思いきや、夏

至の周辺というのは少し北から上がるわけですね。午前中のうちに南に太陽が行ってしま

うわけですけれども、日の出といっても、答弁は日の出の時間帯からと言っていましたが、

この地域地平線を見渡せるような地域でありませんから高いビルだって立っているわけで、

日の出からすぐ日が差すわけでもありません。 

 つまり、今の答弁というのは、このパースのように本計画ビルに日の当たるような光景

は、一年中を通して針の穴を通すような特定の時期の朝の短時間しかないんです。その点

ではよく考えられたパースだなと。そして、その短時間以外は、太陽は南側にずらっと並

ぶ超高層ビル群に阻まれ、日本橋川を照らすことはありません。西日でさえ３９０メート

ルのトーチタワーが影を落とすのみです。 

 一つ一つの開発はその単体の影や圧迫感だけならいいだろうと、正に自分だけよければ

いいという発想で建つわけです。しかし、一つ建てば次から次へと開発が続き、日本橋に

立ちはだかるようにびっしりと、都庁級のビルが立ち並ぶと。これを本当に都市計画と呼

べるのかと。 

 本日の審議会で問われているのは、この一棟のビルだけのことではないんだと、日本橋

のこの無残な全貌が明らかになってきた下で、都市計画とは一体何のために存在している

のかが問われているんじゃないでしょうか。 

 さて、こうした超高層再開発ビルが無秩序乱開発と言われることの一つに、気候変動へ

の無責任ぶりを、私は指摘してまいりましたが、昨今こうした主張を訴える有識者の研究

も目立ってくるようになりました。 

 いつものようにお聞きします。地区全体での従前、従後の建築物ＣＯ２排出量はどのよ

うになるのか。 

【原田（保）会長】  山崎幹事、どうぞ。 

【山崎幹事】  まず、ただいまの御質問にお答えする前に、川沿いに超高層が周りに林

立するという御指摘について若干コメントさせていただきたいと思います。 

 現在、日本橋川は、首都高により暗い閉鎖的な空間となっているほか、川沿いには川に

背を向けた中高層ビルが立ち並ぶなど、都心の希少な河川空間を十分にいかせていない状
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況にあると考えております。 

 これを首都高の地下化と併せまして、日本橋川沿いの複数の地区が連携してまちづくり

を進めることで、川の上空には空を取り戻すとともに、開放的な河川空間をいかした歩行

者ネットワークの形成などを進め、国際都市東京を代表する魅力的な水辺空間、水辺景観

を形成していくものであると考えております。 

それから、ＣＯ２についてでございますけれども、当地区の開発前の建物からのＣＯ２

排出量は、エネルギー実績等が把握できないため、地区全体のＣＯ２排出量を算定できま

せん。 

当地区の開発後のＣＯ２排出量につきましては、環境面での先進的な取組により、最高

水準の環境性能を確保し、目標としたＣＯ２排出原単位以下とするなど、一定の仮定条件

を基に試算いたしますと、年間約４，４８０トン以下となります。 

さらに、今後建物供用開始時までに、事業者が最大限に努力しながら再生可能エネルギ

ー由来の電力利用に取り組むことなどによりまして、実際のＣＯ２排出量は大幅に削減い

たします。 

加えてゼロエミッション東京の実現を目指し、今後の社会状況の変化や技術革新の状況

などを踏まえ、更に効果的な取組を継続して検討することとしております。 

【原田（保）会長】  原田委員、どうぞ。 

【原田（あ）委員】  今の答弁へのコメントの前に、その前にあった部長の水辺へのコ

メントについて思うんですけど、日本を代表する水辺空間とおっしゃいました。歴史を紡

いできた日本橋を上から見下ろす、というか、都庁級のビルですから最上階まで行ったら

日本橋なんか見えませんよ、川面なんて。そんな超高層ビル群が日本を代表する水辺空間

なんだと。これが何個も、さっきも私質疑で明らかにしましたけれども、何個も建つわけ

です。確かにある意味で、今の日本を代表する建築群になるんだろうなと、本当に思いま

す。情けないなと。 

 この地域は報告義務のないＣＯ２排出量しかなかった地域だということが分かりました。

そんな地域が開発後は年間４，５００トン。これは一般家庭３,３００世帯の家が突如現

れるようなエネルギー消費とＣＯ２排出を意味します。１５人の地権者の土地で３,３０

０世帯分のエネルギーが消費され、ＣＯ２が排出されることになるわけです。 

 都市整備局は、今答弁で、再生可能エネルギー由来の電力利用に取り組むことなどによ

り、実際のＣＯ２排出量は大幅に削減するんだと言いましたが、百歩譲って１００％再生
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可能エネルギーを使うとして、ＣＯ２の排出は免れたとしても、莫大なエネルギー消費自

体が進んでしまうわけです。 

 そこでお聞きしますけれども、新ゼロエミ東京戦略では、２０３０年までに消費エネル

ギーを５０％削減するという目標が掲げられているわけですが、省エネの観点から本計画

はどのように配慮がなされた計画となっているのか。 

【原田（保）会長】  山崎幹事 

【山崎幹事】  当地区では、様々な最先端の環境技術を導入することで、省エネルギー

性能及び建物の熱負荷に対する性能を最高水準とし、高層部のオフィスにおいては、新築

時に一般的に求められている省エネ性能と比較して、４割以上の消費エネルギーを削減す

るＺＥＢ Ｏｒｉｅｎｔｅｄ相当を目指すこととしています。 

 また、地域冷暖房施設の導入により、地区・街区単位でのエネルギー有効利用を促進し、

建物供用開始後もエネルギーマネジメントを実施してまいります。 

 こうした取組に加えまして、本地区の事業者は、２０５０年のＣＯ２排出実質ゼロを見

据え、洋上風力発電や地熱発電等の再エネ新技術の活用や、新たな創エネ事業の展開を積

極的に検討することとしております。 

 なお、本年８月の東京都環境審議会の答申では、２０３０年のカーボンハーフの達成に

向けまして各部門が目指すべき削減目標を提示し、各部門の削減対策を促進していくべき

とされておりまして、業務部門では２０００年比でエネルギー消費量を約２５％程度削減

するなど、新たな部門別の目標も示されております。 

 また、その実現に向けましては、省エネルギー性能のより優れた建物の建築推進や、既

存建物におけるキャップ・アンド・トレード制度等の強化拡充などによる、更なる省エネ

対策等に取り組むべきとされておりまして、今後この答申を踏まえ環境基本計画が改定さ

れる予定となっております。 

【原田（保）会長】  原田委員、どうぞ。 

【原田（あ）委員】  正に、今答弁されたような様々な最先端の環境技術を導入するこ

とで、省エネに努める計画になっているわけです。それなのに、毎年４，５００トンのＣ

Ｏ２、電力消費でおよそ１，０３５万ｋｗｈのエネルギーを消費してしまうわけですよ。 

 だから今の答弁になってないわけです、はっきり言って。どんなに頑張って環境性能を

整えたかというのを話したんです、その上でこれだけの排出量を出してしまうんです。１，

８８０％も容積率緩和してしまうから。あと８年で２０００年比５０％、エネルギー消費
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を削減しなきゃいけないんですが、最新のデータで２４％しか削減できてないわけです。

産業や運輸部門がどんどんエネルギー消費を東京都で減らしてくれている中で、業務部門、

つまりはこうした超高層ビルの建設などががんがんエネルギー消費を増やしちゃっている

と。あと８年でどうやって５０％まで削減するというのか。 

 １４０メートルほどのビルでこれだけのエネルギー消費ですから、立ち並ぶことになる

都庁級の二百数十メートルのビル群は、この辺りの地域一体で猛烈な排熱を行うことにな

ります。これらの再開発ビルに、この地域の方々はクーラー代を請求すべきだと思います

けれども、ところで、今後、欧米のように炭素税の課税も議論のテーブルに上がるように

なってまいりました。猛烈なＣＯ２排出を行う超高層ビルは、その維持費に重大な負荷が

かかる危険性があることを、ディベロッパーはそろそろ地権者にも情報提供していかなき

ゃいけないんじゃないのかなと。洋上風力だとか地熱発電で、自分たちがつくったビルを

全部再生可能エネルギーでやれるというのならいいですけれども、ガス抜きのように答弁

の中に織り交ぜてもらっても、なんら根拠が希薄であります。 

 容積率はその地域の人口のコントロールを意味すると言われています。つまり莫大な容

積率を与えることは、人口の増加による環境負荷やインフラへの負荷が心配されるわけで

す。その点でお聞きしますが、本開発後に昼間時の就業者人口及び来街者はどのくらい増

えるのか。 

【原田（保）会長】  山崎幹事、どうぞ。 

【山崎幹事】  事業者が一定の仮定条件を基に試算した結果によりますと、開発後の昼

間時の就業者人口は約４，６００人でございまして、開発前に比べて約２，３００人増加

する見込みと聞いております。 

 開発後の平日の１日の来街者数につきましては、延べ約１，２００人でございまして、

開発前に比べて約７００人増加する見込みと聞いております。 

【原田（保）会長】  原田委員、どうぞ。 

【原田（あ）委員】  ５，０００人近くの人ということで、やはりすごい人が集まって

くる計画になっているわけですね。２３区の区庁舎が１個できるような感じでしょうか。

もっと高いか、大きいか。 

 これは、電気の消費だけでなく、上下水道の配管強化、誘発交通への対応、公共交通機

関の不足など、行政にも様々な影響が出て、往々にして税金も出動するという、都民に直

接的な負荷もかかるわけですが、今日は防災の観点でこの後のいくつかの開発でも影響を
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聞いてみたいと思うのですが、開発後、再開発ビル周辺地域の避難場所に対する影響はど

うなるのか。 

【原田（保）会長】  山崎幹事、どうぞ。 

【山崎幹事】  当地区は不燃化が進み、万が一火災が発生しても、地区内に大規模な延

焼火災の恐れがなく、震災時に広域的な避難を要しない地区内残留地区にしておりまして、

避難場所は割り当てられておりません。 

【原田（保）会長】  原田委員、どうぞ。 

【原田（あ）委員】  最近、新たな被害想定というのが出てまいりまして、日本共産党

はその報告をまとめた先生にもお話を聞いてまいりましたが、今度の被害想定では、超高

層ビルのエレベーター閉じ込めなど、超高層ビルの林立など、新たな東京の災害に対する

脅威を、定性的な被害想定という言葉で対策を求めています。 

 長周期地震動というものが改めて検証され、超高層ビルが長周期地震動の影響を受けて

長時間にわたって揺れる現象など、いろいろと指摘をしてくれています。この地域は不燃

化が進んでいるので広域的な避難を要しない地区だとのことですが、この超高層ビル内が

避難場所となるわけです。大きな地震には必ず余震が来ます。果たして大地震が来た後に、

倒壊の危険はないからと、人々は超高層ビルに身を寄せてくれるんでしょうか。そもそも

大地震後、一度階段を降りたら高層階にはもうたどり着けないということもあるわけです。

しかし、どんどんと超高層ビルが建っていきます。これだけ容積率を緩和したいだけ行っ

て緩和して、私たちは本当に人口のコントロールを誤るような、そんな計画に無関心では

ないと言い切れるのか、鋭く問われている気がするんです。 

 このような様々な都市への負荷をかけるわけですから、逆にお金を取りたいくらいの計

画が、日本橋では目白押しなんですが、ここでお聞きします。本計画において国や自治体

の補助金は計画されているのか。 

【原田（保）会長】  山崎幹事 

【山崎幹事】  再開発準備組合は、市街化再開発事業に補助金を活用する予定と聞いて

おります。 

【原田（保）会長】  原田委員、どうぞ。 

【原田（あ）委員】  都市への多大な負荷をかけながらその代償を支払うどころか、国

際競争力に貢献するなどいろいろな理由をつけて、逆に行政が補助金を支払うことになる

わけですね。その額はいくらかと聞いてみましたが、当たり前ですけれども、都市計画決
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定後に決めるから言えない、と。ちなみに、この補助金額は、地権者にも本組合設立とい

うもう後戻りできない状態になる瞬間まで知らされません。 

 一体我々はこういう状態でこの計画の何を決定するというんでしょうか。情報提供が全

く整っておらず、地権者の将来が不透明な計画であっても、容積率の緩和で都市の将来に

暗雲が立ち込めても、それはこの都市計画決定では問われていないと言うんでしょうか。 

 しかし、それでは東京の街づくりに責任を持つ都市計画審議会の役割を果たせないので

はないかなと、私は思うんです。そのことを指摘させていただきまして、本計画には強く

反対の意思を表明して、この日本橋についての質疑を終えます。 

次に、新宿駅西南口について質疑させていただきます。 

小池知事による都市計画マスタープランの改定で、開発拠点はそれまでの３２地域から

８５地域に、倍以上に拡大されました。どこもかしこも巨大開発という方針そのものに反

対しますが、本計画は新宿という誰もが東京の顔の一つとして認める地域であります。 

南北通路の開通、複数の大型商業施設の垣根を越えた駅と各施設の分かりやすい動線な

ど、一定の開発は都民のニーズと言えるでしょう。 

しかし、やみくもな高密度の建築を進めれば、逆に利用しづらい巨大施設ができ上がり

かねませんし、環境負荷も深刻さを増すことのないよう、最小限にとどめなければならな

いことは言うまでもありません。 

そこでお聞きします。地区全体で容積率は何％から何％に緩和されるのか。また、南街

区と言われるところで容積率は何％から何％に緩和されるのか。 

【原田（保）会長】  山崎幹事 

【山崎幹事】  まず、区域全体の従前の容積率ですが、加重平均で約９２４％でござい

まして、変更後の容積率につきましては、１，５４０％としております。 

 また南街区ですが、従前の容積率は加重平均で約６４４％でございまして、変更後の容

積率は２,０００％としております。 

【原田（保）会長】  原田委員、どうぞ。 

【原田（あ）委員】  加重平均で９００％台だった容積を１，５４０％まで引き上げる

と。それでも一見その１，８００％がざらな日本橋よりはタガが外れた計画ではないんじ

ゃないかと見えてしまいますが、南街区を見るとこの計画がとんでもない計画であること

が見えてまいります。 

 これまで駅前とは認識されていなかった甲州街道を挟んだ南街区という区域を指定して
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作って、雑居ビルが立ち並ぶそれほど広くない敷地に、何と２３０メートルの超高層ビル

を強引に建てる計画です。無理な計画であることを示すように、容積率はとうとう２，０

００％という大台に乗せてしまいました。 

 お聞きします。区域全体で１，５４０％ということですが、南街区単体に目を向けると

２，０００％となります。南街区の建物は１,５４０％の場合と比較してどれほど床面積

が増えるのか。 

【原田（保）会長】  山崎幹事 

【山崎幹事】  南街区の建物は、１，５４０％の場合と比較すると、床面積では約２万

９，０００平方メートル増加ということになります。 

【原田（保）会長】  原田委員、どうぞ。 

【原田（あ）委員】  １００メートル掛ける１００メートルが１ヘクタールですけれど

も、２万９，０００平米と、２．９ヘクタール。現状は容積率６００％という大きな駅の

近くでは標準的な値の場所です、現状は。でも、周りも似たり寄ったりの建築物の地域に、

突如２，０００％の容積率の建物が建つことになるわけです。 

 たった５，０００平米ほどの土地に、甲州街道を挟んだ新宿駅前から２万９，０００平

米の床面積が飛んできて上乗せされるわけです。極めてバランスを欠いた計画に、意見書

を見ても周辺地域から強い批判の声が集まっていることが分かります。 

 都庁だって周囲のビルから大体１００メートルほどの離隔を取って建設されています。

ところが、このビルは代々木に向かう道を挟んだ向かいの中層ビルとは、ほんの十数メー

トルしか離れてない。そこに２３０メートルが建つわけです。皆さんも、この審議会の帰

りに都庁を十数メートル離れたところから見上げてみた圧迫感を感じていただきたいと思

います。 

このように無茶な建築は地震災害に対してどのような対策を取っているのでしょうか。

お聞きします。新たな被害想定でも超高層ビルにおける長周期地震動による被害がされる

ようになり、超高層化は防災上リスクでもあることが改めて示されました。本来、超高層

は建たないような敷地に２３０メートルもの超高層ビルが建てられる本計画は、超高層ビ

ルのリスクをどのように考えているのか。 

【原田（保）会長】  山崎幹事 

【山崎幹事】  超高層建築物を新たに建てる場合は、建築基準法に基づき、構造上の安

全性について国土交通大臣の認定を受ける必要があり、建設地で発生すると想定される長



 -19- 

周期地震動を考慮した検討を行うとともに、家具の転倒・移動防止対策を講じることが求

められています。 

 当地区の建築物につきましても、国の認定基準に基づき、家具の転倒・移動防止対策を

適切に行っていくとともに、オイルダンパー等により揺れを抑制する制震構造とすること

で、長周期地震動にも対応していく予定と聞いております。 

【原田（保）会長】  原田委員、どうぞ。 

【原田（あ）委員】  長周期地震動を考慮して折れ曲がったりしないように建てるけれ

ども、長周期地震動を避けることはできないので、対策としては家具が動かないように固

定しますと、二度も家具の転倒・移動防止に努めると答弁いただきまして安心しました、

というわけにはいかないわけですよね。大きな地震が来るとがたいのいいビルでも、何分

も揺れ動くんですよね。こんなひょろ長いビルだとどのくらい揺れ幅があるのか、何分揺

れ続けるのか本当に心配ですけれども。 

本開発後に昼間時の就業者人口及び来街者はどのくらい増えるのか。 

【原田（保）会長】  山崎幹事、どうぞ。 

【山崎幹事】  事業者が一定の仮定条件を基に試算した結果によりますと、開発後の昼

間時の就業者人口は約８，６００人でございまして、開発前に比べ約３，２００人増加す

る見込みと聞いております。 

 また開発後の平日の１日の来街者数は、延べで約１８万５，０００人でございまして、

開発前に比べ約７万８，０００人増加する見込みと聞いております。 

【原田（保）会長】  原田委員、どうぞ。 

【原田（あ）委員】  開発後、再開発ビル周辺の周辺地域の避難場所に対する影響はど

うなるのか。 

【原田（保）会長】  山崎幹事 

【山崎幹事】  当地区の大半は不燃化が進み、万が一火災が発生しても、地区内に大規

模な延焼火災の恐れがなく、震災時に広域的な避難を要しない地区内残留地区の中に位置

しておりまして、避難場所は割り当てられておりません。 

【原田（保）会長】  原田委員、どうぞ。 

【原田（あ）委員】  この巨大施設が生み出す大量の帰宅困難者、いらっしゃいますし、

しかもここで働く人たちも３，２００人増えて８，６００人と。余震が来るたびにものす

ごく揺れるんじゃないかとか、そこに人々が避難、この十八万何千人というのは延べです
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から、その時に瞬間に何千人なのか分かりませんけれども、いる人たちが本当に安心して

避難できるような場所になるのかどうか、本当に心配だと思うんですよね。エレベーター

が停止した場合は、中層階までしか避難所は受け入れることはできないと思いますし、そ

うしたことも考慮されているのかどうかというのは、今の答弁ではなかなか分かりにくい

と。 

  環境負荷についても確認します。地区全体での従前、従後の建築物ＣＯ２排出量は。西

南口地区については北街区、南街区それぞれどのようになるのか。 

【原田（保）会長】  山崎幹事 

【山崎幹事】  北街区の開発前のＣＯ２排出量は、２０１９年度の実績値によると、年

間約１万５,８９０トンとなっております。南街区の開発前のＣＯ２排出量は、エネルギ

ー実績等が把握できないため算定できません。 

 当地区の開発後のＣＯ２排出量につきましては、環境面での先進的な取組により、最高

水準の環境性能を確保し、目標としたＣＯ２排出原単位以下とするなど、一定の仮定条件

を基に試算いたしますと、北街区で年間約１万６,６４０トン以下、南街区で年間約１万

４,６５０トン以下となります。 

 さらに、今後の建物供用開始時までに、事業者が最大限に努力しながら再生可能エネル

ギー由来の電力量に取り組むことなどによりまして、実際のＣＯ２排出量はこれよりも大

幅に削減すると考えております。 

 加えまして、ゼロエミッション東京の実現を目指し、事業者の自営発電所の低・脱炭素

化を進めるとともに、今後の社会状況の変化や技術革新の進展も踏まえた、省エネ技術の

積極的な導入などを一層推進するとしております。 

【原田（保）会長】  原田委員、お願いします。 

【原田（あ）委員】  京王の開発だけで３万１,０００トンの排出量と。先ほどの日本

橋のビルの排出量４,５００トンだけでもすさまじい排出でしたが、こちらはもう桁外れ

です。京王だけですからね。これで小田急もある。一般家庭２万３,０００軒分のＣＯ２

排出量であり、エネルギー消費量となるわけです。これが京王だけで。 

 この上に先に都決している小田急再開発もあって、東口も大型開発が確実視されている

と。もはやゼロエミッション東京戦略などは振り返るつもりもない計画のありように驚き

ます。 

 今、成熟した都市たる東京が、どのような秩序に基づいて街を建設すべきなのか、考え
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ねばならないときは来ていると指摘して、本計画には反対とさせていただきます。 

【原田（保）会長】  それでは、ほかに御意見はございますでしょうか。 

青山委員、どうぞ。 

【青山委員】  日本橋と新宿を通じて、容積率の考え方の話ですが、元々昭和４３年の

現在の都市計画法ができたときの容積率導入の考え方というのは、道路鉄道等の都市基盤

の整備の状況と、それから容積増加、すなわち床面積の増加による発生交通量等との間の

バランスをとるという考え方だったと思います。 

 そうだとすると、やはり日本橋のように、かなり道路とか交通機関等が整備された地域、

あるいは新宿のように交通機能が輻輳している地域においては、一定の容積率の有効利用

ということが、都市の発展にとっては必要なことであるかと思います。 

 特に今日の議案に出ている日本橋のこの地区というのは、日本橋そのものに近接してい

る、ポイントとなる地域なんだと思います。 

 それから、新宿の西南口の場合は、今日出ている資料の都市計画素案の９８ページに折

込みの図がありますけれど、この図を見ると分かりやすいと思いますけれど、西南口に地

下広場を設けるということと、このビルの建設に伴ってバスタ方面あるいは甲州街道の

代々木方面において、エスカレーターができるということでして、現在、地上出口は、今

この図面で見える部分で３箇所あるんですけれども、全て階段というのが現状でございま

して、そういったことから言うと、全体としてこの９８ページの図にあるように、バスタ

を含めたＪＲとか都営新宿線あるいは大江戸線を含めた、京王線、小田急線含めて、乗換

え利便性が飛躍的に上がるというメリットがあると思います。 

 そういった意味から全体的に見ると、この都市計画審議会としては、日本橋、新宿西南

口、両議案とも決定すべき議案であると考えます。 

【原田（保）会長】  原田委員、どうぞ。 

【原田（あ）委員】  今、青山委員から、昭和４３年の容積率の考え方というのを冒頭

話されましたけれども、青山委員自身が様々な環境とのバランスをとるためにできた指標

だと、規制だとおっしゃいました。 

 正に今容積率というものがどんどんと緩和されていく中で、いろんなバランスが崩れて

いるんじゃありませんかという質疑をさせていただいたと思ってます。 

 青山委員は、都市の発展にとって容積率の有効活用が大事だとおっしゃいましたけれど

も、その言葉が正に物語っていると思います。 
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 私たち若い世代にとっては、気候変動というものは本当に死活問題、私達の子供達や孫

達にとってどういう社会を手渡すかの、一番東京の街づくりにとって大事な課題なわけで

す。 

 ところが、そのことについては何ら触れることがなく、容積緩和の環境負荷に対する影

響が全く語られていなかったということに対して、正に大人達がお金のために今どんどん

とやればいいじゃないか、後先は知らないという意見のように聞こえてしまいました。 

 改めてこの計画及び本日、それからこの間かけられてきている容積のやみくもな無秩序

な緩和に対して、強い批判を表明したいと思います。 

【原田（保）会長】  ほかにございませんか。 

 ほかにないようでございますので、日程第１について採決いたします。 

まず、議第７５５８号、日本橋一丁目１・２番地区の案件について、賛成の方は挙手を

願います。 

〔 賛成者挙手 〕 

賛成多数と認めます。 

よって、本案は、原案どおり決定いたしました。 

次に、議第７５５９号、新宿駅西南口の案件について、賛成の方は挙手を願います。 

〔 賛成者挙手 〕 

贊成多数と認めます。  

よって、本案は、原案どおり決定いたしました。 

  ──────────────────────────────────── 

【原田（保）会長】  続きまして、日程第２、議第７５６０号から議第７５６２号まで

を一括して議題といたします。 

 それでは、山崎幹事、説明をお願いします。 

【山崎幹事】  日程第２、議第７５６０号、世田谷区上祖師谷二丁目地内における用途

地域の変更について御説明いたします。 

資料は、お手元の薄茶色表紙「議案・資料」１２３ページから１３６ページまでとなり

ます。「議案・資料」１２６ページの位置図と併せて、モニターの航空写真を御覧くださ

い。 

用途地域の変更箇所は、モニター上、赤色でお示ししております、京王線千歳烏山駅か

ら南に約１．０キロメートルに位置する都市計画道路補助第５４号線沿道の面積約１．９
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ヘクタールの区域でございます。 

本地区は、平成５年に決定いたしました地区計画に基づき、緑豊かな住環境を生み出す

とともに、農地と住宅地が共存する街づくりが進められております。 

このたび、補助第５４号線の整備に合わせて、沿道市街地の延焼遮断機能の向上を図る

とともに、生活利便施設などが適切に配置される、住宅を主体とした土地利用を適切に誘

導するため、世田谷区が地区計画を変更し、これに合わせて用途地域の変更を行うもので

す。 

ここで、参考といたしまして、世田谷区が変更いたします地区計画について御説明いた

します。「議案・資料」１３５ページの計画図と併せてモニターを御覧ください。 

補助第５４号線の沿道について新しく地区を区分し、土地利用の方針を定めます。 

地区整備計画では、地区の特性に応じて、建築物等の高さの最高限度等を定めます。 

以上の地区計画の変更に合わせて、面積約１．９ヘクタールの区域について用途地域を

変更いたします。 

「議案・資料」１２７ページの計画図と併せてモニターを御覧ください。 

変更の内容といたしまして、計画図中①の区域について、第一種低層住居専用地域、建

蔽率５０％、容積率１００％であったものを、第一種中高層住居専用地域、建蔽率６０％、

容積率２００％に変更いたします。 

また、今回の用途地域の変更に合わせ、世田谷区において、高度地区の変更が行われる

予定です。 

なお、本案件について、本年６月９日から２週間、公衆の縦覧に供しましたところ、意

見書の提出はありませんでした。 

議第７５６０号の説明は以上です。 

次に、議第７５６１号、江戸川区東葛西八丁目地内における用途地域の変更について、

御説明いたします。 

資料は、お手元の薄茶色表紙「議案・資料」１３７ページから１４８ページまでとなり

ます。「議案・資料」１４０ページの位置図と併せて、モニターの航空写真を御覧くださ

い。 

用途地域の変更箇所は、モニター上、赤色でお示ししております、東京メトロ東西線葛

西駅の南側約８００メートルに位置し、環状７号線に面する面積約１１．９ヘクタールの

区域です。 
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本地区は、次の議第７５６２号で御説明いたします、土地区画整理事業を施行すべき区

域に指定されています。 

江戸川区都市計画マスタープランでは、環状７号線沿道は沿道複合地区として、商業や

サービス施設の立地を図るなど、多種多様なニーズに対応した複合地区を形成するとされ、

後背地は低・中層住宅地として、地区計画や密集住宅市街地整備促進事業などにより、生

活道路や公園の整備を促進し、住環境を改善するとされています。 

そこで、江戸川区において、密集住宅市街地整備促進事業を進め、安全で安心して生活

できる良好な市街地を形成するとともに、緑豊かで次の世代も暮らしやすい住環境の創出

を図るため、東葛西八丁目地区地区計画を決定することとしており、これに合わせて用途

地域の変更を行うものでございます。 

ここで、参考として、江戸川区が決定いたします地区計画について御説明いたします。 

「議案・資料」１４７ページの計画図と併せて、モニターを御覧ください。 

地区計画の区域、約１３．５ヘクタールについて、区域を２つに区分し、それぞれ土地

利用の方針を定めます。地区整備計画では、地区施設として区画道路、地区公園、緑道を

定めるとともに、建築物等の用途の制限、壁面の位置の制限などを定めます。 

以上の地区計画の決定に合わせまして、面積約１１．９ヘクタールの区域について、用

途地域を変更いたします。 

「議案・資料」１４１ページの計画図と併せて、モニターを御覧ください。 

変更の内容は、計画図中①の区域について、第一種中高層住居専用地域、建蔽率６０％、

容積率１５０％であったものを、建蔽率と容積率はそのままで、第二種中高層住居専用地

域に変更、計画図中②の区域につきまして、第一種中高層住居専用地域、建蔽率５０％、

容積率１００％であったものを、第二種中高層住居専用地域、建蔽率６０％、容積率１５

０％に変更いたします。 

また、今回の用途地域の変更に合わせ、江戸川区において、高度地区の変更が行われる

予定でございます。 

なお、本案件について、本年６月９日から２週間、公衆の縦覧に供しましたところ、意

見書の提出はありませんでした。 

議第７５６１号の説明は以上です。 

【原田（保）会長】  続いて、三宮幹事、説明をお願いします。 

【三宮幹事】  議第７５６２号、東京都市計画土地区画整理事業江戸川南部土地区画整
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理事業の施行区域の変更について、御説明いたします。 

資料は、お手元の薄茶色表紙、「議案・資料」１４９ページから１５４ページまででご

ざいます。「議案・資料」の１５２ページの位置図と併せまして、モニターの航空写真を

御覧ください。 

今回変更する区域は、土地区画整理事業を施行すべき区域、いわゆるすべき区域の一部

でございます。 

すべき区域は、無秩序な市街地開発を防止し、計画的に良好な市街地を形成することを

目的に、緑地地域に代わるものとして昭和４０年に都市計画決定されました。 

この江戸川南部地区につきましては、当初約７６４ヘクタールございましたが、区画整

理事業の実施又は都が定めたガイドラインに基づく地区計画の策定により、順次削除され、

現在約２８２ヘクタールまで縮小しております。 

なお、このガイドラインとは、都が平成１４年３月に周辺区部における土地区画整理事

業を施行すべき区域の市街地整備のためのガイドラインとして定めたもので、地区計画を

策定することにより、土地区画整理事業以外の手法でも、同等の整備水準を確保するもの

でございます。 

「議案・資料」１５３ページの計画図と併せまして、モニターの航空写真も御覧くださ

い。 

本案件につきましては、江戸川区が、スクリーン上の赤色の点線で囲まれた約１３．５

ヘクタールの範囲で地区計画を定めることから、この地区計画の範囲と同じ黄色で示す約

１３．５ヘクタールのすべき区域を削除するものでございます。 

なお、本案件について、令和４年６月９日から２週間、公衆の縦覧に供しましたところ、

意見書の提出はございませんでした。 

日程第２の説明は以上です。 

【原田（保）会長】  それでは、日程第２につきまして、御質問、御意見等があったら

よろしくお願いします。 

ございませんようでしたら、日程第２について、採決をさせていただきます。 

まず、議第７５６０号、世田谷区上祖師谷二丁目に係る案件について、賛成の方は挙手

を願います。 

〔 賛成者挙手 〕 

全員賛成と認めます。 
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よって、本案は、原案どおり決定いたしました。 

次に、議第７５６１号、江戸川区東葛西八丁目地内に係る案件について、賛成の方は挙

手を願います。 

〔 賛成者挙手 〕 

全員贊成と認めます。 

よって、本案は、原案どおり決定をいたしました。 

続きまして、議第７５６２号、江戸川南部土地区画整理事業に係る案件について、賛成

の方は挙手を願います。 

〔 賛成者挙手 〕 

全員賛成と認めます。 

よって、本案は、原案どおり決定いたしました。 

  ──────────────────────────────────── 

【原田（保）会長】  次に、日程第３といたしまして、議第７５６３号を議題といたし

ます。 

朝山幹事、説明をお願いします。 

【朝山幹事】  東京都市計画道路幹線街路補助線街路第２２９号線の変更について、御

説明いたします。 

資料は、お手元の薄茶色表紙、「議案・資料」１５５ページから１５９ページまでとな

ります。 

「議案・資料」の１５６ページの位置図をお開きください。モニターにも同じものを映

しております。 

補助線街路第２２９号線は、練馬区旭丘一丁目を起点とし、練馬区関町南四丁目武蔵野

市境を終点とする、延長約１０．２キロメートルの路線です。 

「議案・資料」の１５７ページの計画図とモニターに示した位置図を併せて御覧くださ

い。 

補助線街路第２２９号線のうち、練馬区下石神井四丁目から杉並区井草五丁目までの約

６６０メートルの区間について、令和元年１１月に東京都・特別区・２６市２町で策定し

た東京における都市計画道路の在り方に関する基本方針に基づき、概成道路となっている

区間を対象とし、道路構造条例等における現道幅員やそれ以外の地域の実情による評価を

行ったところ、歩道部と車道部を合わせた現道総幅員が評価幅員以上であること等が確認
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できたため、現道合わせとして都市計画変更を行う区間といたしました。 

このため、本路線の一部幅員を２０メートルから１７メートルへ変更することといたし

ます。 

なお、本都市計画案を令和４年６月９日から２週間、公衆の縦覧に供したところ、意見

書の提出はございませんでした。 

また、本都市計画案に対する関係区の意見でございますが、杉並区から異議なし、練馬

区から意見なしとの回答がございました。 

続きまして、補助線街路第２２９号線の変更に伴い、同時決定案件である杉並区決定の

杉並区画街路第３号線について御説明いたします。 

「議案・資料」の１５９ページの参考資料を御覧ください。 

杉並区画街路第３号線は、杉並区井草五丁目地内に位置する約１２０メートルの路線で

す。今回、補助線街路第２２９号線の一部幅員の変更に合わせて、終点位置の変更を行い

ます。 

日程第３の説明は以上でございます。 

【原田（保）会長】  それでは、ただいまの説明につきまして、御質問、御意見等があ

ればお願いします。  

特にございませんか。ございませんようでしたら、日程第３につきまして採決に入らせ

ていただきます。 

議第７５６３号、補助線街路第２２９号線の案件につきまして、賛成の方は挙手を願い

ます。 

〔 賛成者挙手 〕 

全員賛成と認めます。 

よって、本案は、原案どおり決定いたしました。 

  ──────────────────────────────────── 

【原田（保）会長】  続きまして、日程第４、議第７５６４号を議題といたします。 

朝山幹事、説明をお願いします。 

【朝山幹事】  日程第４、議第７５６４号、東京都市計画都市高速鉄道第３号線の都市

計画変更について御説明いたします。 

資料は、お手元の、薄茶色表紙「議案・資料」１６１ページから１７１ページまでを御

参照ください。 
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はじめに、薄茶色表紙「議案・資料」１６４ページ及び１６５ページの位置図１、２と

併せて、モニターを御覧ください。 

都市高速鉄道第３号線は、東京メトロ銀座線として、現在、渋谷駅から浅草駅間が開業

しており、東京圏の鉄道ネットワークを構成する重要な路線の一つとなっております。 

このたび、位置図１に示しております渋谷区渋谷二丁目地内におきまして、渋谷二丁目

西地区第一種市街地再開発事業が、また位置図２に示しております中央区日本橋一丁目地

内におきまして、日本橋一丁目１・２番地区第一種市街地再開発事業が予定されており、

それぞれの再開発事業につきまして、施設建築敷地に都市高速鉄道の区域が含まれており

ます。 

本案件は、市街地再開発事業の事業計画において、都市高速鉄道が存するよう定め、そ

の機能を保全するため、施設建築敷地内の都市高速鉄道の区域について、立体的な範囲を

都市計画として定めるものでございます。 

続いて、今回、都市計画に定める立体的な範囲を御説明いたします。 

「議案・資料」１６６ページの計画図１と併せて、モニターを御覧ください。 

こちらでは、都市高速鉄道第３号線の区域を緑色に着色しており、このうち、渋谷区渋

谷二丁目地内において、立体的な範囲を定める箇所を黒色の斜線で表示しております。 

次に、「議案・資料」１６７ページの計画図２と併せて、モニターを御覧ください。 

こちらでは、都市高速鉄道第３号線のうち、渋谷区渋谷二丁目地内の縦断面図及び横断

面図において、立体的な範囲を定める部分を、黒色の斜線で表示しております。 

次に「議案・資料」１６８ページの計画図３と併せて、モニターを御覧ください。 

こちらでは、都市高速鉄道第３号線の区域のうち、中央区日本橋一丁目地内において、

立体的な範囲を定める箇所を、黒色の斜線で表示しております。 

次に、「議案・資料」１６９ページの計画図４と併せて、モニターを御覧ください。 

こちらでは、都市高速鉄道第３号線のうち、中央区日本橋一丁目地内の縦断面図及び横

断面図において、立体的な範囲を定める部分を、黒色の斜線で表示しております。 

なお、これらの案件につきまして、令和４年６月９日から２週間、公衆の縦覧に供した

ところ、意見書の提出はございませんでした。 

また、本都市計画案に対する関係区の意見でございますが、渋谷区から意見なし、中央

区から都市計画案について適当であるとの回答がございました。 

日程第４の説明は以上でございます。 
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【原田（保）会長】  それでは、日程第４につきまして、御質問、御意見等があればよ

ろしくお願いいたします。 

ございませんようでしたら、日程第４の案件につきまして、採決をさせていただきます。 

議第７５６４号、東京都市計画都市高速鉄道第３号線の案件につきまして、賛成の方は

挙手を願います。 

〔 賛成者挙手 〕 

全員贊成と認めます。 

よって、本案は、原案どおり決定いたしました。 

  ──────────────────────────────────── 

【原田（保）会長】  次に、日程第５といたしまして、議第７５６５号を議題といたし

ます。 

山崎幹事、説明をお願いします。 

【山崎幹事】  日程第５、議第７５６５号、東京都市計画公園第７・５・１５号石神井

公園の変更について、御説明いたします。 

資料は、お手元の、薄茶色表紙「議案・資料」１７３ページから１７６ページまでとな

ります。 

「議案・資料」１７５ページの位置図と併せて、モニター上の航空写真を御覧ください。 

緑色の実線で表示している区域が、東京都市計画公園第７・５・１５号石神井公園でご

ざいます。練馬区の南西部、西武池袋線石神井公園駅の南西約４００メートルに位置し、

三宝寺池や石神井池を中心に都市計画決定されました、面積約４１．１ヘクタールの特殊

公園でございます。現在、約２８．１ヘクタールの区域が都立石神井公園や練馬区立公園

として、開園しております。 

東京都市計画都市計画区域の整備、開発及び保全の方針において、本公園が位置する石

神井公園地域は、駅及び商店街のにぎわいと緑豊かな石神井公園が連続する、魅力と活力

のある地域の拠点を形成するとされています。 

また、練馬区都市計画マスタープランにおきまして、本公園が位置する西武池袋線沿線

地域は、石神井川や白子川などをみどりの軸とし、本公園などをみどりの拠点として、み

どりのネットワークを形成するとされています。 

「議案・資料」１７６ページの計画図と併せて、モニターの航空写真を御覧ください。 

赤斜線で示す本区域は、開園区域に接するオープンスペースであり、三宝寺池の水源涵
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養に資する位置にあることから、本公園の風致の保全において重要でございます。 

また、本公園は、東京都震災対策条例に基づく避難場所とされております。本区域は、

池や斜面地が多い本公園において、平場の広場となり避難場所として有効でございます。 

こうしたことから、みどりの拠点の拡大、風致の保全及び防災機能の更なる向上を図る

ため、本区域を追加する変更を行います。 

なお、本案件につきまして令和４年６月９日から２週間、公衆の縦覧に供しましたとこ

ろ、意見書の提出はありませんでした。 

日程第５の説明は以上です。 

【原田（保）会長】  それでは、日程第５につきまして、御質問、御意見等があればよ

ろしくお願いいたします。 

ございませんですか。それでは、日程第５について、採決をいたします。 

議第７５６５号、石神井公園の案件につきまして、賛成の方は挙手を願います。 

〔 賛成者挙手 〕 

全員贊成と認めます。 

よって、本案は、原案どおり決定いたしました。 

  ──────────────────────────────────── 

【原田（保）会長】  次に、日程第６といたしまして、議第７５６６号から議第７５６

８号を一括して議題といたします。 

山崎幹事、説明をお願いいたします。 

あと案件を控えていますので、説明は簡潔によろしくお願いいたします。 

【山崎幹事】  日程第６、議第７５６６号、北青山三丁目地区地区計画の変更について、

御説明いたします。 

資料は、お手元の、薄茶色表紙「議案・資料」１７７ページから１９９ページまでとな

ります。 

「議案・資料」１８９ページの位置図と併せて、モニターの航空写真を御覧ください。 

本地区は、東京メトロ表参道駅の北側に位置し、青山通りに面する約５．９ヘクタール

の区域です。 

本地区は、老朽化した都営住宅の建替えを契機として、最先端の文化・流行の発信拠点

として、業務、商業、文化、交流、居住等の都市機能が融合し、青山通り沿道の洗練され

たにぎわいと西側市街地の落ち着きのある環境とが共存した、魅力のある複合市街地を形
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成するため、平成２８年１０月に当初の地区計画を決定いたしました。 

「議案・資料」１９０ページの計画図１と併せて、モニターを御覧ください。 

今回、市街地再開発事業による土地利用転換の動きに合わせまして、再開発等促進区の

区域を拡大するとともに、Ｂ－１地区及びＢ－２地区約２．９ヘクタールに、地区整備計

画を追加するなどの変更を行うものです。 

「議案・資料」１９１ページの計画図２と併せて、モニターを御覧ください。 

今回の変更では、主要な公共施設として、区画道路１号及び広場２号を位置付けますと

ともに、地区施設として、区画道路２号や歩行者通路等を位置付けます。 

このほか、建築物に関する事項として、容積率の最高限度をＢ－１地区７７０％、Ｂ－

２地区２００％、建築物等の高さの最高限度をＢ－１地区１８０メートル、Ｂ－２地区３

０メートルなどと定めるほか、壁面の位置の制限などを定めます。 

また、港区において、第一種市街地再開発事業の決定と中高層階住居専用地区及び高度

地区の変更が行われる予定です。 

参考として、第一種市街地再開発事業について御説明いたします。 

「議案・資料」１９５ページの計画図１、施行区域図と併せて、モニターを御覧くださ

い。 

地区計画の区域のうち、Ｂ－１地区及びＢ－２地区において、第一種市街地再開発事業

を決定するものです。再開発事業の区域面積は、約２．９ヘクタールでございます。 

なお、本案件について、本年６月９日から２週間、公衆の縦覧に供しましたところ、５

名から４通の意見書の提出がありました。 

クリーム色表紙の「意見書の要旨」５ページから１８ページまでを御覧ください。 

反対意見に関するものが４通でございます。そのうち、都市計画に関するものの主な意

見は、５ページ左枠に記載の（１）になりますが、「北青山プロジェクトは、敷地の約８

割が都有地で、都民共有の財産である。都民のために活用するのが当然である。 

ところが、地上３８階、地下２階、１８０メートルの超高層ビルの大半は、事務所ビル

で、一般都民とは関係のない、企業のための活用である。 

元々５８２戸あった都営住宅が３０２戸に減らされてしまった。港区の都営住宅の空き

家募集では、８０倍、９０倍、１００倍という狭き門である。都民のための活用をするの

であれば、都営住宅を建設すべき。計画の抜本的な見直しを行うべきである。」というも

のです。 
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これに対する都の見解は、５ページ右枠に記載のとおり、「港区が策定した「港区青山

通り周辺地区まちづくりガイドライン」では、土地の有効高度利用、にぎわい・文化施設

等の機能集積、防災性を向上する魅力あるオープンスペースやまとまりある緑の確保によ

り、エリアの拠点となる複合市街地を形成することとされている。 

また、都が策定した「北青山三丁目地区まちづくりプロジェクト事業実施方針」では、

都営住宅の建替事業と、質の高い民間開発を誘導しながら、創出用地を生かし、青山通り

沿道と一体的なまちづくりを段階的に進めることにより、エリアの拠点となる複合市街地

を形成することとしている。 

今回の開発のＢ地区においては、にぎわいや回遊性の改善、緊急輸送道路である青山通

り沿道の耐震化、オープンスペースの確保による防災性向上等を図ることとしている。ま

た、ファッション・ＩＴ等のクリエイティブ産業の集積を促す質の高いオフィス機能に加

え、にぎわいの核となる商業機能や交流を促す文化教育機能等を持つ施設を複合的に配置

することで、文化・流行の発信に寄与する地域の拠点を整備することとしている。 

この実施方針等を踏まえ、本地区では、従前の都営住宅の機能は確保しつつ、都営住宅

の高層・集約化により創出された用地を活用し、地域の防災性の向上に資する緑豊かな大

規模広場や、地域住民等の多目的な活動を支える公共公益機能、青山通り沿道におけるに

ぎわいの連続性を創出する商業機能等の誘導などにより、地域のにぎわいの強化、魅力の

向上を図るものである。 

なお、都営住宅の建替えについては、従前の世帯数に相当する約３００戸を整備したも

のである。」というものです。 

議第７５６６号の説明は以上です。 

次に、議第７５６７号、品川駅西口地区地区計画の変更について、御説明いたします。 

資料は、お手元の、薄茶色表紙「議案・資料」２０１ページから２４４ページまでとな

ります。 

今回の変更は、国家戦略特別区域法に基づき、東京都の都市計画審議会に付議されたも

ので、事業主体は、京浜急行電鉄株式会社、株式会社西武リアルティソリューションズ、

高輪三丁目品川駅前地区市街地再開発準備組合、独立行政法人都市再生機構でございます。 

「議案・資料」２２２ページの位置図と併せて、モニターの航空写真を御覧ください。 

本地区は、ＪＲ及び京浜急行本線の品川駅の西側に位置し、放射第１９号線に面する約

１４．７ヘクタールの区域です。 
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本地区は、国際交流拠点の実現に向けた多様な都市機能の導入と、緑豊かな空間の調和

のとれた複合市街地を形成するため、平成３０年６月に当初の地区計画を決定いたしまし

た。 

「議案・資料」２２３ページの計画図１と併せて、モニターを御覧ください。 

今回、市街地再開発事業及び土地区画整理事業の決定に合わせ、Ａ地区、Ｂ地区及びＣ

地区、約１３．９ヘクタールに地区整備計画を定めます。また、歩行者ネットワークの整

備など、地区の一体的な土地利用転換に合わせ、再開発等促進区の区域を地区計画の区域

全体に拡大いたします。 

「議案・資料」２２４ページの計画図２と併せて、モニターを御覧ください。 

今回の変更では、主要な公共施設として、地区中央に公園及び緑地１号、地区東西を結

ぶ歩行者通路１号、国道上空デッキと接続する広場２号、３号などを定めます。また、地

区施設として、地区内道路、地区内車路、歩行者通路などを定めます。このほか、建築物

に関する事項として、容積率の最高限度としてＡ地区１，０００％、Ｃ－１地区９９０％、

Ｃ－２地区５０％、建築物等の高さの最高限度を１６５メートルなどと定めるほか、壁面

の位置の制限などを定めます。また、立体道路に関する事項として、Ｃ－１地区の一部に

重複利用区域などを定めます。 

参考といたしまして、国家戦略特別区域法に基づき、港区都市計画審議会へ別途付議さ

れております都市計画について御説明いたします。第一種市街地再開発事業及び土地区画

整理事業の決定、防火地域及び準防火地域、高度地区の変更が行われる予定です。 

参考として、第一種市街地再開発事業について御説明いたします。 

「議案・資料」２４０ページの計画図１、施行区域図と併せて、モニターを御覧くださ

い。 

一点鎖線で示す区域において、第一種市街地再開発事業を決定するものでございます。

区域面積は、約２．２ヘクタールでございます。 

なお、本案件について、本年６月９日から２週間、公衆の縦覧に供しましたところ、１

名から１通の意見書の提出がございました。 

クリーム色表紙の「意見書の要旨」１９ページから２１ページまでを御覧ください。 

反対意見に関するものが１通でございます。 

そのうち、都市計画に関するものの主な意見は、１９ページ左枠に記載の（１）になり

ますが、「大きな箱物を作って経済を追いかける時代は終わった。世界の玄関口としてふ
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さわしい１００年、２００年と継承してゆける緑豊かで品格のあるまちづくりを、今こそ

行政の力で進めていただきたい。」というものです。 

これに対する国家戦略特別区域会議の見解として、１９ページ右枠に記載の（１）のと

おり、「「国家戦略特別区域及び区域方針」では、東京圏の目標として、世界で一番ビジ

ネスのしやすい環境を整備することにより、世界から資金・人材・企業等を集める国際的

ビジネス拠点を形成するとともに、国際競争力のある新事業を創出することとしている。 

また、「品川駅・田町駅周辺まちづくりガイドライン２０２０」では、品川駅前の立地

特性をいかし、高度な利便性を備えたＭＩＣＥ（コンベンション機能等）の充実とともに、

業務、観光支援、宿泊などの機能の充実、居住機能の導入を誘導することとなっている。

さらに、歴史的資源や既存の緑をいかした緑豊かな住環境の保全を誘導することとなって

いる。 

これらの上位計画を踏まえ、本地区計画は、広域交通結節機能の更なる拡充・強化や国

際ビジネス交流都市の持続的発展を牽引する拠点を形成するため、周辺市街地に配慮しつ

つ歴史的に継承された大街区を、都市機能の高度化を図りながら、周辺に開かれた一体的

な空間へと転換していくことで、日本の玄関口にふさわしい迎賓空間を創出するとともに、

豊かな自然と業務、商業、宿泊、ＭＩＣＥ、居住等の都市機能が高度に融合した複合交流

拠点を形成するものである。また、地区中央における緑地・公園が一体となった憩いの場

の形成や、駅や周辺市街地とのアクセス性を向上させる歩行者ネットワークの形成により、

地域に開かれたまちづくりを推進するものである。」というものです。 

議第７５６７号の説明は以上です。 

次に、議第７５６８号、飯田橋駅西口地区地区計画の変更について、御説明いたします。 

資料は、お手元の、薄茶色表紙「議案・資料」２４５ページから２７１ページまでとな

ります。 

「議案・資料」２６２ページの位置図と併せて、モニターの航空写真を御覧ください。 

本地区は、ＪＲ中央・総武線飯田橋駅の南側に位置する、面積約３．８ヘクタールの区

域です。 

本地区は、平成２０年６月に、面積約２．５ヘクタールの区域において、街としての集

客力を高める業務・商業・サービス、都心居住機能の集積、土地の高度化などを目標に、

当初の地区計画を決定いたしました。 

「議案・資料」２６３ページの計画図１と併せ、モニターを御覧ください。 
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今回、市街地再開発事業による土地利用転換の動きに合わせて、本地区における整備計

画が具体化したことから、モニター上、赤色でＢ－１地区と示す区域約１．３ヘクタール

について、地区計画の区域に加え、再開発等促進区の区域を拡大するとともに、Ｂ－１地

区及びＢ－２地区に地区整備計画を定めるなど、地区計画の変更を行うものでございます。 

「議案・資料」２６４ページの計画図２と併せて、モニターを御覧ください。 

今回の変更では、区画道路４号や広場５号などを地区施設に位置付けます。また、建築

物の容積率の最高限度として、Ｂ－１地区で８５０％、Ｂ－２地区で５００％、建築物等

の高さの最高限度として、Ｂ－１地区で１３０メートル、Ｂ－２地区で４０メートルと定

めます。 

また、千代田区において第一種市街地再開発事業の決定が行われる予定です。 

参考として、第一種市街地再開発事業について御説明いたします。 

「議案・資料」２６９ページの計画図１、施行区域図と併せて、モニターを御覧くださ

い。 

地区計画の区域のうち、Ｂ－１地区及びＢ－２地区において、第一種市街地再開発事業

を決定するものです。 

再開発事業の区域面積は、約０．５ヘクタールでございます。 

なお、本案件について、本年６月９日から２週間、公衆の縦覧に供しましたところ、４

名１団体から５通の意見書の提出がございました。 

クリーム色表紙の「意見書の要旨」２２ページから２９ページまでを御覧ください。反

対意見に関するものが５通ございます。 

そのうち、都市計画に関するものの主な意見は、２２ページ左枠に記載の（１）になり

ますが、「駅前でもないのに、この場所にこのような高層ビルが必要なのか、大変疑問で

ある。」というものです。 

これに対する都の見解は、２２ページ右枠に記載の（１）のとおり、「「東京都市計画

都市計画区域の整備、開発及び保全の方針」において、飯田橋の将来像は、交通結節機能

の強化や高経年マンション、業務ビルの建替え、公共施設の整備と合わせ、高度利用によ

り、業務・商業、文化・交流、医療、教育など複合的で多様な機能が集積し、活力とにぎ

わいの拠点を形成することとしている。 

また、飯田橋・富士見地域まちづくり協議会が策定した「飯田橋・富士見地域まちづく

りガイドライン」では、商業・業務・サービス・文化交流・都心居住など、まちの集客力
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を高める魅力ある機能の集積を目指した拠点形成を進めることとしている。「飯田橋・富

士見地域まちづくりガイドライン補足基準」では、ゆとりある安全な歩行空間の形成や、

地域に開かれた広場空間の形成に向け、まちの面白さ・楽しさ、歩きやすさ・心地よさな

どの魅力を高めるなどとしている。 

今回の計画は、「まちづくりガイドライン」などを踏まえた再開発準備組合からの提案

を受けて、区が都市計画決定する市街地再開発事業にあわせ、地区計画を変更するもので

ある。」というものでございます。 

日程第６の説明は以上です。 

【原田（保）会長】  日程第６につきまして、御質問、御意見等があればお願いいたし

ます。 

 原田委員、どうぞ。 

【原田（あ）委員】  それでは、三つの地区計画の変更のうち、品川西地区地区計画か

ら伺います。 

 今回、当審議会に付されているのはＡ地区とＣ地区です。公共施設等の設置に関わる諮

問ですが、それを審議するにも全体像が見えなければまともな審議ができません。その点

で他の計画にも増してこの計画資料が分かりづらいということを、冒頭指摘するものです。 

 「議案・資料」を見ますと、２４２ページに参考資料として、Ｃ地区に１６５メートル

の超高層ビルが建つのが分かります。しかし、この計画は、この地域はこれにとどまりま

せん。２０６ページの縦軸の６行目を見ると、建築物等の高さ最高限度とあります。ここ

に１６５メートルと記載があるのですが、よく見ると横軸に横断して枠が取られています。

この横軸は更に前のページに戻って見てみますと、Ａ地区、Ｂ地区、Ｃ－１地区にまたが

っていることが分かります。 

 今言葉で言っても本当によく分からないと思うんですけれども、つまりはＡ、Ｂ、Ｃ地

区のいずれにも１６５メートルの超高層ビルが建つ計画になっているわけですね。私も何

度か所管課長とやり取りしましたけれど、そうした説明は一切ありませんでした。目を皿

のようにして読み込まない限り、見えてこない計画の全体像。開発に関わるお仕事の間で

は有名な計画なんだと思いますけれども、誰もがそういった専門家ではありませんので、

参考資料として載せるなら、２４２ページにはＡ、Ｂ、Ｃ地区それぞれの超高層ビルの位

置や規模の分かるものを示していただきたいと要望しておきます。 

それにしても、品川の駅前とは思えない緑豊かな高輪の緑地帯です。あと美しい崖。し
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かし、これを南北に分断して地元から愛される桜坂や崖線を破壊する環４の道路計画線が

走っているのが北側に見えます。それを前提に策定された本計画は、その地域に３本の超

高層ビルを建てる計画です。 

今回開発する地区の容積率は何％から何％に緩和されるのか。 

【原田（保）会長】  山崎幹事 

【山崎幹事】  今回開発する地区における従前の容積率は、Ａ地区は加重平均で５８

６％、Ｃ－１地区は加重平均で４０６％、Ｃ－２地区は３００％でございます。 

 変更後の容積率は、Ａ地区が１,０００％、Ｃ－１地区が９９０％、Ｃ－２地区が５

０％でございます。 

【原田（保）会長】  原田委員、どうぞ。 

【原田（あ）委員】  Ａ地区は品川グースがあった場所で、５８６％の容積率が今度の

開発で１,０００％に跳ね上がり、Ｃ－１地区はおよそ４００％からほぼ１,０００％に跳

ね上がります。 

Ａ地区は京急電鉄１社が保有する土地ですが、Ｃ地区は一定の地権者がいます。お聞き

しますが、Ｃ地区における権利者数と同意状況は何％か。 

【原田（保）会長】  山崎幹事 

【山崎幹事】  まず、権利者数は２４人でございまして、同意率は約８０％と港区から

聞いております。 

 なお、今回の市街地再開発事業の都市計画につきましては、港区決定でございまして、

８月３０日開催の港区都市計画審議会において、案のとおり賛成多数と議決がなされてお

ります。 

引き続き、再開発準備組合が、地権者等と協議を重ね、合意を図っていくこととなりま

す。 

【原田（保）会長】  原田委員、どうぞ。 

【原田（あ）委員】  ２４人中５名ほどが合意していないんじゃないかと思われる同意

率です。 

 Ｃ地区において計画に同意している権利者の所有する敷地面積と、反対している地権者

の敷地面積はそれぞれいくらか。 

【原田（保）会長】  山崎幹事、どうぞ。 

【山崎幹事】  まず、計画に同意している権利者の敷地面積の合計ですが、約２万２,
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０００平方メートルでございます。計画に同意していない権利者の敷地面積の合計は、約

１，２００平方メートルでございます。 

【原田（保）会長】  原田委員、どうぞ。 

【原田（あ）委員】  同意していない権利者の所有土地面積の合計が１，２００平米と。

４，５人だと思いますが、１，２００平米、本当に一般の方の所有規模って感じがします

よね。 

 計画地全体の敷地からすれば大きくはありません。しかし、意見書にもありましたが、

こうした市民の中にこそ高輪の緑を守りたいと願う地元の方々がそれなりにいらっしゃる

ようです。 

 こうした声を合法的に踏みつけ事業を進めることが可能になってしまうのが、市街地再

開発の恐ろしいところです。正に、賛成している、同意している権利者の面積は１０倍以

上、同意してない人の。２万２，０００平米も持っていると。大企業とか大きな企業、地

権者が寄ってたかってこの地域の巨大開発に躍起になっていっているのではないかと。 

 そこでお聞きしますけれども、再開発事業の区域には、京浜急行電鉄、三井不動産、野

村不動産、東京建物、大成建設という名だたる５社が、分割してほんの約１９１平米の土

地を所有している場所があります。この５社がこのたった１９１平米を、この名だたる５

社が分割して所有している場所があるんですね。この５社が本用地を取得したのはそれぞ

れいつか。 

【原田（保）会長】  山崎幹事 

【山崎幹事】  お話の土地につきましては、まず京浜急行電鉄が１９５９年、昭和３４

年に取得しておりまして、その後、大成建設が２０１７年、三井不動産、野村不動産、東

京建物が２０２０年に取得しております。 

【原田（保）会長】  原田委員、どうぞ。 

【原田（あ）委員】  この土地なんですけれども、更地とか何とかではなくて私道です。

道路なんです。これを、今の話だと、京浜が１９３５年から持っていた私道だったと。こ

れをある日突然、２０１７年に大成建設が取得をして、２０２０年に三井、野村、東京建

物が、取得していくんですね。これを取得して再開発に入り込もうとするんでしょうか。

こうやって準備組合の中で大きな企業が地元の声よりも多数派を形成していくのでしょう

か。都民からすれば多数派となる、高輪の豊かな緑、景観を守れという主張が、組合の中

ではまるで少数派のような圧力がかかっていくようになるわけです。 
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港区まちづくりガイドライン、三田高輪地区では、緑と歴史が息づくたたずまいを継承

し未来へつなげるまち、としているんですけれども、今回の開発における現有樹木数のう

ち何本伐採されるのか示されたい。 

【原田（保）会長】  山崎幹事 

【山崎幹事】  今回開発を行うＡ地区及びＣ地区には、地上１．２メートルの高さにお

ける幹の周囲が１．０メートル以上の樹木は約８０本ございます。 

 事業者は今後計画の具体化に合わせて、樹木医の意見も聞いてできる限り既存樹木の保

存や移植を図るとともに、新たな緑の創出し、従前よりも緑の量を増やす計画としており

ます。 

【原田（保）会長】  原田委員、どうぞ。 

【原田（あ）委員】  この段階にあって、どれだけの樹木を伐採するのかは言えないん

だと。これから検討すると言っていましたが、２本の１６５メートルのビルがどこに建つ

かも分かっているわけですよ。樹木がどこに生えているかなんてのは一目瞭然なわけです。

しかし、その予想伐採本数については教えていただけませんでした。それが今の答弁です。 

 本計画の従前、従後の建築物ＣＯ２排出量はどう変化するか。 

【原田（保）会長】  山崎幹事 

【山崎幹事】  開発前のＣＯ２の排出量につきましては、Ａ地区が年間約１万３，００

０トン、Ｃ地区についてはエネルギー実績等が把握できないため算定できません。 

 開発後のＣＯ２の排出量につきましては、一定の仮定条件を基に試算いたしますと、Ａ

地区は年間約２万８００トン、Ｃ地区は年間約１万１，２００トンでございます。 

 なお建物の竣工後、事業者が最大限努力しながら再生可能エネルギー由来の電力利用に

取り組むなどによりまして、実際の排出量はこの試算よりも削減する見込みでございます。 

【原田（保）会長】  原田委員、どうぞ。 

【原田（あ）委員】  １６５メートルぐらいのビルで、２万８００トンのＣＯ２を出す

と、それなりのボリュームだなと分かってまいります。かなり現状を大きく動かす計画に

なるのじゃないかなと思うんですね。 

 今の答弁は要するに、これまで１万３，０００トンほどの排出量だったＡ、Ｃ地区が、

今後は合わせて３万２，０００トンのＣＯ２を排出するようになります。新宿西南口の開

発と同じ規模の排出量です。つまり、一般家庭２万３，０００軒分に匹敵するＣＯ２排出

量。エネルギー消費量もそれぐらいの規模のエネルギー消費を出すと。今まで緑豊かで風
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光明媚だった場所が、巨大なヒーターができ上がるようなものです。 

 Ｃ地区において国や自治体の補助金が計画されているのか教えてください。 

【原田（保）会長】  山崎幹事 

【山崎幹事】  Ｃ地区におきまして再開発準備組合は、市街地再開発事業の実施に当た

り補助金を活用する予定と聞いております。 

【原田（保）会長】  原田委員、どうぞ。 

【原田（あ）委員】  ここも豊かな森を伐採し、大変な環境負荷を地域一帯に撒き散ら

しながら補助金を受ける計画になっているんだと。大変な規模の容積緩和をしてもらい、

余剰床を手に入れる業者も出てくる。その上、補助金もあてにするというわけです。私は、

これでは区民の納得も都民の納得も得られないと思います。 

 幸い、まだ高輪の森、失われていません。環４で桜坂が潰されるようなこともされてい

ません。まだ間に合います。そのことを訴えて品川西地区地区計画には反対と意見を表明

させていただきます。 

【原田（保）会長】  山崎幹事、どうぞ。 

【山崎幹事】  今回の開発ですが、放射第１９号線の拡幅や区画道路の整備、品川駅か

ら環状４号線など周辺市街地への歩行者ネットワークの整備を図るとともに、土地の共同

化による合理的かつ健全な高度利用を図り、老朽化した市街地の機能更新や防災性の向上

を促進し、良好な市街地環境を創出するなど、公共性の高い事業でございます。 

 また緑豊かな広場や緑地の整備、建物の屋上や壁面の緑化とともに、連続性のある樹木

配置や保水性舗装による道路等の整備により、ヒートアイランド現象の緩和を図るととも

に、高効率の設備機器やシステム、地域冷暖房施設の導入、再生可能エネルギーの活用な

どにより、ＣＯ２排出量の抑制を図るなど、環境負荷の軽減も図る計画となっております。 

【原田（保）会長】  原田委員、どうぞ。 

【原田（あ）委員】  今の意見を聞いておりましても、本当に歴史がつくり上げたこの

高輪の風情を、本当にお金の力でぶっ壊していくと。車が通れる社会が一番美しい街並み

だという、そして高いビルが建つことが一番美しい街なんだと、近代的でいいんだと。本

当にいつの時代の感覚なのかと。 

 これからの都市計画のあり方が大きく問われてくるのではないのかなというのを、今の

話を聞いていて思いましたし、今日は時間もないんですので、あまり余計な回答をしない

方がいいんじゃないかなと、一言言わせてください。 
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飯田橋駅西口地区についてお話をお聞きします。 

１３０メートルの超高層ビルが建設される計画とのことです。飯田橋から歩いてすぐの

地域で、敷地の周囲半分を道路が接していますが、一部接道がない区画があり、そこは建

替えも難しく、地権者から対策を求める声は上がりそうな地域ではあるなと感じました。

しかし、そうした本当に狭い路地も味があります。やみくもに真新しく高いビルを建てれ

ばいいわけではありません。 

そこでお聞きします。本地区内の権利者の人数と同意状況を伺います。 

【原田（保）会長】  山崎幹事、どうぞ。 

【山崎幹事】  権利者は３８人で、同意率については約８０％と、千代田区から聞いて

おります。 

 なお、今回の市街地再開発の都市計画につきましては千代田区決定でございまして、７

月２６日開催の千代田区都市計画審議会において、案のとおり賛成多数で議決をされてお

ります。 

引き続き、再開発組合が、地権者等と協議を重ねまして、合意形成を図っていくことと

なります。 

【原田（保）会長】  原田委員、どうぞ。 

【原田（あ）委員】  同意率でも反対の方が一定いらっしゃるということです。しかし、

反対者にはマンションが入っていると聞きました。マンションには、何人も入居者がいる

わけですけれども、地権者としては１として数えられてしまいます。 

 まだ実態が見えないなと思い、現地を歩き地域の人や店舗の人に話を聞いて回ってみま

した。すると、何人かからお話を聞かせていただきましたが、反対だという人が少なから

ずいらっしゃるんですね。 

 とある店舗の若い方は、割と長い年月その地で店を構えているらしく、路面店でお客さ

んが付いているので再開発に反対とのことでした。敷地は狭いんですけれども、家賃は安

いでしょうし、階段の３階建てになっていて若い人からすればスペースも確保できるし、

ちょうど業態にあっているんだろうなというふうに思いました。 

 マンションの方のお話も聞きました。再開発後戻ってこられるんだろうかと。不動産屋

に聞いているとのことでしたが、まだ分からない。生活のことだけでなく、超高層ビルは

将来的にはいろんな問題が起きるということを、その方は指摘されました。 

 超高層ビルを建ててしまうなら避難所は増やすのかと聞かれたのでお聞きします。本開
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発後に昼間時の就業者人口及び来街者はどれくらい増えるのか。また、開発後、再開発ビ

ル周辺地域の避難場所に対する影響はどうなるのか。 

【原田（保）会長】  山崎幹事、どうぞ。 

【山崎幹事】  再開発準備組合が一定の仮定条件を基に試算した結果によりますと、開

発後の昼間時の就業者人口は約２，０００人で、開発前に比べ約１，５００人増加する見

込みと聞いております。 

 また開発後の平日の１日の来街者数は延べ約６，７００人で、開発前に比べ約１，５０

０人増加する見込みと聞いております。 

 当地区につきましては不燃化が進み、万が一火災が発生いたしましても、地区内に大規

模な延焼火災の恐れがなく、震災時に広域的な避難を要しない地区内残留地区の中に位置

しておりまして、避難所は割り当てられておりません。 

【原田（保）会長】  原田委員、どうぞ。 

【原田（あ）委員】  やはり、昼間人口はそれなりに増えるわけですね。増加をして６，

７００人になると。しかし、避難所については、そもそも燃えにくくなるはずなので地区

内で残留することになっている地域だとのことでした。数千人がいられるような場所か、

少し心許無い気が、現地を歩いていてしましたね。 

 あと、おしゃれなレストランとかがあって、扉の前で開店後人が待つなど、いい雰囲気

もありました。そこでお聞きするんですけれども、賃貸で入居しているマンション住人や、

道路に面したいくつものレストランや漢方薬局屋さん、飲み屋さんなどからは、どのよう

な意見が都には届いているのか。 

【原田（保）会長】  山崎幹事 

【山崎幹事】  都が開催いたしました説明会での意見や都に届いた意見書の中には、今

回開発区域内の賃貸マンションの住民や店舗の営業者と思われる方からの、居住継続や営

業継続への御不安といった意見などは見当たりませんでした。 

【原田（保）会長】  原田委員、どうぞ。 

【原田（あ）委員】  そうなんですよね。むしろ都の意見募集に問題があるように感じ

るほど、現地の人たちは思ったよりはっきり反対だという姿が目立ちました。賛成の方も

いましたけどね。 

 この辺りには東京大神宮という神社がありまして、地元から愛されています。ごちゃご

ちゃした部分を再開発してほしいと思っている人たちも、大神宮に配慮した高さの計画で
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あってほしいなど、私の元には声が届いています。いろんな人たちの声が届いていると。 

 お聞きしますけれども、本計画の容積率は何％から何％に緩和されるのか。 

【原田（保）会長】  山崎幹事 

【山崎幹事】  今回開発する地区の従前の容積率は、Ｂ－１地区が加重平均で４４５％、

Ｂ－２地区が５００％でございます。 

 変更後の容積率は、Ｂ－１地区が８５０％、Ｂ－２地区は従前と同じでございまして５

００％でございます。 

【原田（保）会長】  原田委員、どうぞ。 

【原田（あ）委員】  Ｂ－２地区の方が駅に近いんですけれども、変わらず５００％と。

Ｂ－１が４４５から８５０とおよそ２倍。ここに超高層ビルが建つんですね。大神宮は目

と鼻の先です。木造住宅密集状態の適度な解消を求める声はあっても、超高層化までは望

まないという声もあると聞いています。 

 お聞きしますが、地区全体での従前、従後の建築物ＣＯ２排出量、どう変化するか。 

【原田（保）会長】  山崎幹事 

【山崎幹事】  開発前のＣＯ２排出量につきましては、エネルギー実績等が把握できな

いため算定できません。 

 開発後のＣＯ２の排出量につきましては、一定の仮定条件を基に試算しますと、年間約

２，３２０トンでございます。 

 なお、建物の竣工後、事業者が最大限に努力しながら再生可能エネルギー由来の電力利

用に取り組むことなどにより、実際のＣＯ２排出量はこの試算よりも削減する見込みでご

ざいます。 

【原田（保）会長】  原田委員、どうぞ。 

【原田（あ）委員】  やはりそれなりの環境負荷があります。区の施設もありながら、

なぜこうまで再開発の話になると、住民の声に耳を傾けずに、その地域の極限まで容積率

を高くしてしまうのかと。 

 確認しますが、本計画地には千代田区の施設があったと聞きますが、その敷地面積は全

体の何％を占めるのか。 

【原田（保）会長】  山崎幹事 

【山崎幹事】  区域内には千代田区の福祉会館がございましたが、現在は広場となって

おりまして、その面積は再開発事業区域の敷地面積の約１５％でございます。 
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【原田（保）会長】  原田委員、どうぞ。 

【原田（あ）委員】  それなりの敷地を区も持っているのであれば、再開発に対しても

っと、大神宮も含めて、この地域の街づくりのあり方について要望を突きつけるべきだっ

たと思うんですね。 

 また、こうした区有地がありながら、開発後の区の立ち位置が見えないという方もいら

っしゃいました。 

 そこでお聞きしますが、開発後の総床面積と区が所有することになる床面積、何平米に

なるのか。 

【原田（保）会長】  山崎幹事 

【山崎幹事】  開発後の延べ床面積は約４万６，２００平方メートルでございます。 

 開発後に千代田区が取得いたします床面積については、今後、都市再開発法に基づき地

権者等において検討していくこととなります。 

【原田（保）会長】  原田委員、どうぞ。 

【原田（あ）委員】  都市計画決定されるというのに、今回、全敷地の１５％を保有す

る千代田区が、再開発後はどれだけのフロアーを手に入れられるか分からないというのは、

本当に区民にとっては不信が募るんだと思うんですね。 

 そこでお聞きしますが、本計画において、国や自治体の補助金は計画されているのか。 

【原田（保）会長】  山崎幹事 

【山崎幹事】  再開発準備組合は、市街地再開発事業の実施に当たりまして、補助金を

活用する予定と聞いております。 

【原田（保）会長】  原田委員、どうぞ。 

【原田（あ）委員】  区民には何も明らかにしないんですけれども、国や都からは、も

しかすると千代田区も出すんでしょうかね、更に補助金を得ようとしていることが、この

計画は明らかになりました。 

 これでは区民や都民の納得が得られないと思うんですね。もうちょっと自治体も入る計

画なんですから、ナイーブな地元住民の声をしっかりと聴いて、適切な計画をつくってい

かなければならないということを指摘して、本計画には反対とします。 

最後に、北青山三丁目地区について質疑をさせていただきます。 

本計画は都営住宅跡地を民間活用し、都営住宅と民間施設を建設する計画です。既にＡ

－１地区に都営住宅、Ａ－２地区に民間の賃貸マンション及びサービス付き高齢者住宅や、
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商業施設が入った複合棟がつくられています。 

そして、今回Ｂ地区に建設されるのが１８０メートルの超高層ビルで、これも民間施設

となります。一見して広大な都営住宅用地を民間に明け渡し、環境破壊の超高層ビル建設

を都自らが誘導する、悲惨な計画であることが分かります。 

用地のほとんどが都有地である点で、他の再開発にはない特別重大な問題を抱えている

と冒頭指摘するものです。意見書も北青山三丁目の計画に対するものがたくさん来ていま

す。 

そこで現状確認していきたいと思います。大規模な都営住宅の土地が使われる計画です

が、Ａ－１、Ａ－２地区と合わせ、都が従前に所有していた敷地面積と床面積は、開発後

にどのように変化するのか。 

【原田（保）会長】  山崎幹事 

【山崎幹事】  まず、都が従前に所有しておりました旧都営青山北町アパートの土地は、

地区計画におけるＡ地区とＢ地区に位置しておりまして、土地の面積はＡ地区で約１万９，

０００平方メートル、Ｂ地区で約２万１，０００平方メートルでございました。合わせて

約４万平方メートルでございます。従前の建物の延べ床面積は、Ａ地区で約１万４，００

０平方メートル、Ｂ地区で約１万３，０００平方メートルであり、合わせて約２万７，０

００平方メートルでございます。 

 開発後につきましては、既に竣工しているＡ地区では、土地は引き続き都が所有してお

りまして、都が所有する建物、都営住宅になりますが、延べ床面積約２万１，０００平方

メートルでございます。Ｂ地区では、都営住宅の跡地と青山通り沿道の民間等が所有する

土地において、市街地再開発事業が予定されておりまして、都が取得する土地や建物につ

いては、今後、都市再開発法に基づき地権者等において検討していくこととなります。 

【原田（保）会長】  原田委員、どうぞ。 

【原田（あ）委員】  つまり、重大な規模で、そのほとんどが都有地なんですけれども、

この都市計画決定を私たちが賛否を出す段にあって、都がどれだけのこのＢ地区において

土地や建物を取得するのかさっぱり分からない。 

 Ａ地区とＢ地区を合わせた敷地は４万平米と大規模な用地です。これだけの土地があれ

ば、都民から高まる一方の都営住宅建設への要求を十分に担保しながら、低中層で緑豊か

な、かつ一般にも広く開放された公園機能を有することもできたでしょう。青山の名にふ

さわしい、後世に名を残すような名建築が誕生するかもしれません。一方で一度失われた
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ら二度と手に入らないような場所なんです。 

先行したＡ地区で現在までにどのような街がつくられてきたかを確認します。地区計画

では、都営青山北町アパートを建て替え、高層、集約化するとともに、創出される用地を

いかし、青山通り沿道との一体的なまちづくりを進めることとしていますが、開発前と開

発後の都営住宅の戸数、どうなっているのか伺います。 

【原田（保）会長】  山崎幹事 

【山崎幹事】  従前の都営住宅の戸数は５８６戸でございまして、竣工済Ａ－１地区の

開発により整備された戸数は３０２戸でございます。 

 なお都営住宅の建替えにつきましては、従前の世帯数に相当する戸数を整備したもので

ございます。 

【原田（保）会長】  原田委員、どうぞ。 

【原田（あ）委員】  驚きますよね。住宅戸数は、高層、集約化された上、減っている

わけです。古い団地建築というのは、人間らしい住環境を目指して、間取りこそ狭いとこ

ろもありますけど、建物と建物の間に適切な空間が配置されて、高さも抑えられて周囲へ

の圧迫感も少ないのが特徴です。それを高層化し、高密度の建物に人々を押し込めるに留

まらず、何と住宅戸数自体を減らしてしまったわけですよ。 

 都営住宅の入居者は追いやられてＡ－２地区に建設された民間建設はどのような建物か

と、何度所管に聞いても、本日の諮問と関係がないと頑なに答弁していただけませんので、

調べてまいりました。Ａ－２地区で完成した超高級賃貸マンションは、家賃が安くて３０

万円、高くて２００万円、月です。超高級サービス付き高齢者住宅は何と月額の使用料９

０万円。都有地ですよ。 

 これは本当に都有地を活用してつくらねばならない施設だったんですか。生活に困窮し

苦しんでる都民は相当数います。都営住宅は若い人にも高齢者にもそのニーズはずっと高

いままです。にもかかわらず、一般的な都民には手が出ないような民間施設に、都有地を

差し出すのはおかしくありませんか。 

 ちなみに、今回いったいいくらでこのＡ－２地区の民間施設に都有地を貸しているのか

聞きましたが、何と答えてもらえませんでした。後日財務局に聞いてみたいと思いますが、

答えないってどういうことなんですか。 

 この一点取っても、都民ニーズに応えた適切な計画なのか、都有地という都民の財産が

どのように扱われているのか分からないという点で、これに連なる本計画の信用性も、私
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の中では低くなる一方です。 

 さて、Ｂ地区ではどのような再開発ビルができていくのかお聞きします。今回の開発区

域における現在の総地権者が有する総床面積と、再開発ビルの総床面積を示してください。 

【原田（保）会長】  山崎幹事 

【山崎幹事】  現在、各地権者が所有しております床面積の合計は、約４万６，０００

平方メートルでございます。 

開発後の床面積の合計は、約１８万２，０００平方メートルでございます。 

【原田（保）会長】  原田委員、どうぞ。 

【原田（あ）委員】  Ｂ地区の現在の総床面積は都営住宅も含め４万６，０００平米で

すね。それが再開発ビルになると１８万平米になると。３倍以上に跳ね上がります。 

 もう一度言いますが、ほとんどは都有地なんです。Ａ－１地区でも、３００戸しか、５

８０から３００戸にしか、５８０戸元々あった都営住宅が３００戸しか都営住宅をつくっ

ていませんから、２８０戸も減っていますから、当然この超高層ビルにも住宅などが整備

されるのかと思いましたが、公共住宅は０と。民間のホテルが代わりに入るとのことです。

その多くはオフィス。完全に民間ビルです。 

 お聞きしますが、この民間ビル、都有地を使った民間ビル、Ｂ－１地区の容積率は何％

から何％に緩和されるのか。 

【原田（保）会長】  山崎幹事 

【山崎幹事】  Ｂ－１地区の従前の容積率は、加重平均で４６１％でございます。 

変更後の容積率は、７７０％でございます。 

【原田（保）会長】  原田委員、どうぞ。 

【原田（あ）委員】  今まで見てきた超高層ビルの容積緩和と比べると、４７０から７

７０％と、上がってはいるんですけど、千数百％といった緩和とはなっていません。これ

は逆に、いかにこの都有地が広いかを物語っているわけです。 

 本計画における事業協力者、いわゆるディベロッパー、誰になるんでしょうか。 

【原田（保）会長】  山崎幹事 

【山崎幹事】  現地時点では、事業協力者は未定であると、施行予定者である都市再生

機構から聞いてございます。 

【原田（保）会長】  原田委員、どうぞ。 

【原田（あ）委員】  この計画は、ＵＲが施行予定者として現在事業を進めていたわけ
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ですね。東京都と独立行政法人がタッグを組んで、なぜこのような計画になるのかと。広

大な都有地を使って民間を儲けさせるような計画に、なんでなるのか。 

 また、問われているのは環境負荷の問題もなわけです。今回、青山の地域の人々が大切

にしてきた高さ、高度地区がなくなっています。３０メートルほどから６０メートルほど

とされていた高度地区が外され、青天井になって１８０メートルのビルが建つわけですね。

神宮外苑で１９０メートルの伊藤忠ビル、１８５メートルの三井不動産のビルが建つとい

うことが、今社会問題となっていますけれども、この青山通り沿いの超高層ビル、１８０

メートルビル化、これを正にお墨付きを与えるような計画が、東京都とＵＲで進められて

いる。とんでもない話なわけですよね。 

 高度地区は、一般論として、なぜ設定されているのか、その意義と、高度地区を外す場

合のデメリットはどのような問題を地域に引き起こすと考えられているかお答えください。 

【原田（保）会長】  山崎幹事 

【山崎幹事】  高度地区は、都市の合理的土地利用計画に基づき、将来の適正な人口密

度、交通量その他都市機能に適応した土地の高度利用及び居住環境の整備を図ることを目

的として定めるものでございます。 

 港区が策定いたしました青山通り周辺地区まちづくりガイドラインでは、土地の有効高

度利用、にぎわい・文化施設等の機能集積、防災性を向上する魅力あるオープンスペース

やまとまりある緑の確保により、エリアの拠点となる複合市街地を形成することとしてご

ざいます。 

 このガイドラインに示した地域の将来像を実現するため、周辺環境や交通基盤への影響、

良好な景観形成などを踏まえつつ、高さの最高限度など必要な事項を地区整備計画に定め

ることに伴いまして、高度地区を変更するものでございます。 

 なお、今回の開発では、Ａ地区と一体となった約１万平方メートルの広場を、隣接いた

します北西側の住宅市街地との間に配置をいたしますとともに、日影規制の対象区域から

除かれているその北西側の住宅市街地に対しまして、日影規制が適用されるものとして計

画をしておるなど、周辺環境へ配慮した計画となっております。 

【原田（保）会長】  原田委員、どうぞ。 

【原田（あ）委員】  ７０メートル先に１８０メートルのビルが建つということで、環

境が配慮されているってどうして言えるんでしょうか。 

 有効高度利用というような話もありましたが、正に決まっていたわけですよ、青山通り
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のすぐその路面は６０メートルぐらいだと。住宅地の方に近くなったら最大でも３０メー

トルぐらいだということが決まっていたわけです。それ全部取っ払ったわけです。 

 高度地区はなぜ設定されているのかと聞いたら、将来の適正な人口密度、交通量、その

他都市機能に適応した土地の高度利用、あるいは居住環境の整備を図ることを目的とする

と、答弁がやってまいりました。高度地区は、この地域は何十メートルまでにしようねと、

そういうことによってその地域の活性化と、でも環境破壊まではさせないよと、そうやっ

て高度地区が定められていたわけですよね。 

 これを外すデメリットについては、なぜか答弁がありませんでしたが、正に今答弁され

たような、人口構成やインフラに適応しない建物が建つという事なわけです。居住環境が

悪くなるということなわけです、この高度地区を取っ払うということは。今答弁されたと

おりです。 

 意見書を見ると、青山に超高層ビルは要らないという意見がたくさんあるんですね。広

く青山の周りを見渡しますと、渋谷や六本木、新宿など、超高層の街並みがたくさんあり

ます。そんな中、青山というと決して超高層でなくてもすごくおしゃれな街、歩きやすい

街。有名なブランドのお店や美容室、これ、海外のじゃなくて本当に日本人発のブランド

とかそういうクリエイターが集っているわけですよね。有名無名問わず、多くのクリエイ

ターが低層の事務所にその拠点を構えていると。そんな街ですから、超高層ビルが建った

らかっこいいなどという感覚はありません。むしろ低層建築に憩いの公園が欲しいという

声がほとんどなわけですね。 

 環境の問題も若い人たちは今本当に関心が高いわけですけれども、地区全体で従前、従

後の建築物ＣＯ２排出量、どう変化するのか。 

【原田（保）会長】  山崎幹事 

【山崎幹事】  開発前のＣＯ２排出量につきましては、エネルギー実績等が把握できな

いため算定できません。 

 開発後のＣＯ２の排出量については、一定の仮定条件を基にして試算いたしますと、年

間約１万６,２００トンとなりますが、建物の竣工後、将来の建物運用期間にわたって、

事業者が最大限努力しながら、再生可能エネルギー由来の電力利用に取り組むなどにより、

実際のＣＯ２排出量はこの試算より削減する見込みでございます。 

【原田（保）会長】  原田委員、どうぞ。 

【原田（あ）委員】  排出量が算定できないぐらいの街だったわけですよ、青山通り沿
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いなのに。 

 商業と住環境が一つになって、環境負荷も与えない、本当に素敵な街が広がっていたの

が、この開発によって突如１万６，２００トンの排熱とＣＯ２を吐き出すとんでもない超

高層ビルが建つことになると。喜ぶと思いますか、若い人たちが、あの街の人たちが。 

 ゼロエミ東京戦略における２０３０年までに消費エネルギー５０％削減目標との関係で、

本計画はどのように配慮がなされた計画となっているのか、都有地を使った開発であって、

特段配慮が必要と考えるんですけれども、都の認識を伺います。 

【原田（保）会長】  山崎幹事 

【山崎幹事】  まず、本地区では、都市開発諸制度活用方針で示しております、環境性

能評価基準を上回る断熱性能や設備の省エネ性能を確保することとしております。 

 こうした取組に加えまして、建物の竣工後、エネルギーマネジメントに取り組むなど、

エネルギー消費量の削減に努めることとしております。 

 なお、本年８月の東京都環境審議会の答申では、２０３０年のカーボンハーフ達成に向

けまして、各部門が目指すべき削減目標を提示し、各部門の削減対策を促進していくべき

とされておりまして、業務部門では２０００年比でエネルギー消費量を約２５％程度削減

するなど、新たな部門別目標も示されております。 

 また、その実現に向けましては、省エネルギー性能のより優れた建物の建築の推進や、

既存建物におけるキャップ・アンド・トレード制度等の強化拡充によります、更なる省エ

ネ対策等に取り組むべきとされておりまして、今後この答申を踏まえ、環境基本計画が改

定される予定となっております。 

【原田（保）会長】  原田委員、どうぞ。 

【原田（あ）委員】  本当に今までと全く同じ他の開発と同じ答弁だったんですけど、

東京都はあと８年で消費エネルギー５０％削減するんだって言っているんですよ。そんな

ときに、消費エネルギーをものすごい規模で増やす建物を、わざわざ都営住宅を建てるで

もなく、民間建築の１８０メートルビルを都有地を使ってつくってあげると。それをやっ

ているのが民間に任せたらまだしも、東京都とＵＲで進めていると。 

 何やってるんですか一体。１万６，２００トンのＣＯ２排出量というのは、今、年間に

東京都が出している排出量が６，２００万トンですから、４，０００分の１。東京都にウ

ワッとビルとか建物とか人々住んでいますけど、その４，０００分の１をこのビル１本が

吐き出すんですよ、これから。それ都有地でやるんです。 
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 本計画において国や自治体の補助金は計画されているか。 

【原田（保）会長】  山崎幹事 

【山崎幹事】  こちらの地区は補助金を活用する予定はないと、都市再生機構から聞い

てございます。 

【原田（保）会長】  原田委員、どうぞ。 

【原田（あ）委員】  それは、主体がほぼ都とＵＲですから、補助金なんて地元自治体

は出したくないですしね。 

 でも、改めてこの答弁聞いてちょっと思ったんですけど、余剰床の処分額で補助金がな

くてもこうした大規模開発ってまかなえちゃうんですね、やっぱり。容積率の緩和という

のがどれほど富を生み出しているのかというのを示したような気がしています。容積緩和

による余剰床の増大と行政からの補助金。ディベロッパーはどれだけ儲けるのかって思い

ますよね。 

 地権者は等価交換しちゃいけないですから、地権者が儲かるということはほぼないわけ

です。ディベロッパーだけが儲けられるわけです。今回ＵＲですけれど。 

 最後に、改めて意見書を読んで思ったんですが、一番目立った意見は、ガラス張りの超

高層ビルは青山の雰囲気に合わない、という意見でしたね。新宿や大手町でやってくれと

いうんです。要は、ダサいと言われてしまっているわけです。 

 私も青山三丁目付近の街を歩いていて思うのは、古びたコンクリートの建物をいろんな

アイディアで個性あふれる外観に仕立て上げて、そこに民家もあったりして、本当に街と

商業とファッションの最先端、クリエイティブな空間が、みんなによってつくられている

なというふうに感じています。 

 そこに、本当だったらすごく低層な住居と、そして公園と、緑豊かな公園と、できたか

もしれないのに、ガラス張りの１８０メートルの超高層ビルをつくって、ちょっと先に行

った神宮外苑の超高層化を支えてしまうと、誘発してしまうと。 

 本当にこの北青山三丁目の計画については、都有地を使ってＵＲも入って行われる開発

ということで、特段の今の都市計画の問題がすごく色濃く現れているなということを指摘

させていただきまして、同計画には反対の意見を表明して終わります。 

【原田（保）会長】  青山委員、どうぞ。 

【青山委員】  北青山三丁目の都営住宅の建替えというのは、長年の課題だったと思い

ます。 
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 資料の１９４ページの地図を見るとよく分かるんですけれど、青山通りのこの外苑前駅

の更に先に行ったところは、南青山一丁目の建替えというのを、やはり民間に対する定期

借地という形で、２０年前に都営住宅の建替えを実現しました。東宮御所の向かい側です

ね。 

それから、そこは外苑東通りですけれども、神宮外苑の側についての建替えも実現しま

した。 

 で、あとここが残っていたわけですけれども、ある意味２０年間の課題だったわけです

けれども、この表参道駅のこの地図の更に南側は、もう表参道ヒルズ、国連大学、その他

があるところでして、ここの再開発というのは長年の課題だったと思います。 

 そういう意味では、これは、今回は地区計画の変更という議案ですけれども、これを一

歩進めるということで、都市計画審議会としては決定すべきだと思います。 

 それから、再開発に対する同意、不同意の話がちょっとありましたけれど、美濃部都政

時代の白髭西の再開発というのは、私たちは職員で関わったことがありますけれども、用

地買収と、あのときもやはりもっと不同意というのはとても多かった時代もありますけれ

ども、これはある意味、生活が大きくまちづくりの変更によって変わるわけなので、当然

そういった意見というのはあるわけですけれども、御承知のように、今、荒川区の汐入と

いうことで、街にはかなりの人がやはり戻り入居して、いい街になっているというのがあ

ります。 

 そういった意味で、今回の地区計画の変更の議案は、今日は決定すべきだと思います。 

【原田（保）会長】  それでは、ほかに御意見はございませんようでしたら、日程第６

につきましては、採決に入らさせていただきます。 

まず、議第７５６６号、北青山三丁目地区に係る案件につきまして、賛成の方は挙手を

願います。 

〔 賛成者挙手 〕 

賛成多数と認めます。 

よって、本案は、原案どおり決定いたしました。 

次に、議第７５６７号、品川駅西口地区に係る案件について、賛成の方は挙手を願いま

す。 

〔 賛成者挙手 〕 

賛成多数と認めます。 
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よって、本案は、原案どおり決定いたしました。 

次に、議第７５６８号、飯田橋駅西口地区に係る案件につきまして、賛成の方は挙手を

願います。 

〔 賛成者挙手 〕 

賛成多数と認めます。 

よって、本案は、原案どおり決定いたしました。 

  ──────────────────────────────────── 

【原田（保）会長】  それでは、日程第７、本日の最後の案件でございますが、議第７

５６９号から議第７５８８号まで、２０件ありますが、一括して議題といたします。 

浦口幹事、説明をお願いします。説明は簡潔にお願いいたします。 

【浦口幹事】  日程第７、議第７５６９号から議第７５８８号まで、東京都市計画ほか

１９都市計画住宅市街地の開発整備の方針の変更について、御説明いたします。 

資料は、お手元の資料７、薄紫色表紙の冊子で、左上にそれぞれ住宅市街地の開発整備

の方針①から⑦と付された７冊となります。 

御説明は、①の「住宅市街地の開発整備の方針の概要」を用いて行わせていただきます。 

はじめに、１ページをお開きください。 

本方針は、良好な住宅市街地の開発整備を図るための長期的、かつ総合的なマスタープ

ランとして策定するものでございます。 

今回、令和２年度に改定した都市計画区域マスタープラン、令和４年３月に策定した第

７次東京都住宅マスタープランなどの内容を踏まえ、東京都市計画及び多摩部の１９都市

計画について、住宅市街地の開発整備の方針を変更するものでございます。 

本方針には、大都市地域における住宅及び住宅地の供給の促進に関する特別措置法、い

わゆる大都市法第４条に基づき、住宅市街地の開発整備の目標、良好な住宅市街地の整備

又は開発の方針、重点地区の整備又は開発の計画の概要を定めております。 

次に、２ページをお開きください。 

都市計画の主な内容として、１に構成を、２に策定の目的等を記載しております。 

本方針の目的は、住宅市街地に係る土地利用、市街地開発事業及び都市施設等の計画を

一体的に行うこと、住宅市街地の開発整備に関する個々の事業を効果的に実施すること、

民間の建築活動を適切に誘導することなどがございます。 

３ページを御覧ください。 
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３の住宅市街地の開発整備の目標では、居住の場としても魅力的な東京の実現のために、

概成する環状メガロポリス構造を活用した機能的かつ効率的な地域構造の実現に加え、集

約型の地域構造への再編を前提とした、成長と成熟が両立した未来の東京の実現を基本的

な目標としており、その実現に向けて、３ページ右側から５ページにかけて記載してござ

います、１０の目標を定め、それぞれに示す２０４０年代の姿を目指すこととしておりま

す。 

５ページ右側を御覧ください。 

４としまして、良好な住宅市街地の整備又は開発の方針を記載しております。 

まず、住宅市街地における土地利用として、東京都市計画区域については、中枢広域拠

点域及び国際ビジネス交流ゾーン並びに新都市生活創造域の方針を示しております。 

次に６ページをお開きください。 

このページから２０ページまで、３ページに示す四つの地域区分及び二つのゾーンごと

の住宅市街地の整備又は開発の方針を、都市計画区域ごとに記載しております。 

２１ページをお開きください。 

５としまして、重点地区等の整備又は開発の方針を記載してございます。 

国際ビジネス交流ゾーンを含めた中枢広域拠点域を重点地域として位置付けるとともに、

一体的かつ総合的に整備し、又は開発すべき地区として重点地区を定めております。 

重点地区は、住宅マスタープランにおける重点供給地域のうち、都市計画の決定や事業

実施等が見込まれるものを、区市町の意見を踏まえながら選定しております。 

２２ページをお開きください。 

都市計画区域別の重点地区の総括表でございます。 

一番下の行の総計にありますとおり、（ｂ）欄の既決定の地区数は４９０地区で、

（ｃ）欄の削除地区は事業完了等により今回除外した１４１地区、（ｄ）欄の新規地区は

今後事業実施が予定されているなどの７９地区となっております。また、面積の変更があ

った地区もございます。 

結果として４２８地区となり、変更前からは６２地区の減少、地区面積は１万８，９８

８ヘクタールで、変更前からは１６１ヘクタールの減少となっております。 

２３ページを御覧ください。 

このページから３１ページまで、重点地区の一覧を都市計画区域ごとに記載しておりま

す。番号の欄に、新規に指定する地区を米印で、区域を変更する地区を三角で示しており
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ます。 

３２ページをお開きください。区部の変更後の重点地区の位置図でございます。 

３３ページは、多摩部の変更後の重点地区の位置図でございます。 

本都市計画案につきまして、令和４年６月９日から２週間、公衆の縦覧に供しましたと

ころ、１通１名の意見書の提出がございました。 

別の資料、クリーム色の表紙の「議案・資料 別冊 意見書の要旨」という冊子の、３

０ページから３２ページを御覧いただきたいと思います。 

小平都市計画につきまして、反対の意見に関するものが１通ございます。そのうち、都

市計画に関するものの主な意見は、「重点地区である、平．１４小平駅北口地区（約２ｈ

ａ）について、対象地域内に永年住み続けている複数の土地所有者が「高度利用地区」に

指定する方針に反対している。削除することを要求する。 

一部の業種を除き社会経済活動が低迷している時代に、駅前広場の整備と商業施設等が

入居するツインタワーマンションを建設し、交通渋滞や騒音問題、日影問題、小中学校の

校舎増改築や学区変更問題等を発生させる原因をつくる必要はない。駅前広場と都市計画

道路の整備を主体とした方針にするべきである。」というものでございます。 

これに対する都の見解は、３０ページの右枠に記載のとおり、「小平市都市計画マスタ

ープランや都市計画区域の整備、開発及び保全の方針の変更を経て、都市再開発の方針

（令和３年３月変更）では、当地区について「駅前の高度利用により都市機能の充実を図

りつつ、オープンスペースを創出し、土地の有効活用を進める」こととされている。今回

の変更は、地域のまちづくりの検討が具体化する中、都市再開発の方針等との整合を図り、

見直すものである。 

なお、本方針は良好な住宅市街地の開発整備を図るための長期的かつ総合的なマスター

プランであり、具体的な開発計画等に関する事項については、地域住民等の意見も踏まえ

ながら地元市等において検討が行われるものと考える。」というものでございます。 

日程第７の御説明は以上でございます。 

【原田（保）会長】  それでは、本件につきまして、御質問、御意見等があればよろし

くお願いいたします。 

 里吉委員、どうぞ。 

【里吉委員】  それでは、簡潔にいくつか質問していきたいと思います。 

今御説明いただきましたように、それぞれの地域で都市計画に住宅市街地の開発整備の
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方針を定めるということで、まとめて今出てきておりますけれども、改めてこの住宅市街

地の開発整備の方針、良好な住宅市街地の開発整備を図るための長期的かつ総合的なマス

タープランであるという御説明がありましたが、それぞれの自治体で住民の皆さんや関係

者が集まって、街づくり行われている、住宅政策の方針も決めている、それとは別に、東

京都としてこうやってこのような方針を改めてつくる目的について確認したいと思います。 

【原田（保）会長】  浦口幹事 

【浦口幹事】  住宅市街地の開発整備の方針は、大都市地域における住宅及び住宅地の

供給の促進に関する特別措置法、いわゆる大都市法及び都市計画法に基づき都市計画に定

めるものであり、良好な住宅市街地の開発整備を図るための長期的かつ総合的なマスター

プランとして、都市計画区域内の住宅市街地の開発整備の構想の明確な位置付けを行うも

のでございます。 

 また、併せて住宅市街地に係る土地利用、市街地開発事業及び都市施設等の計画を一体

的に進めることにより、住宅市街地の開発整備に関する個々の事業を効果的に実施するこ

と、民間の建築活動等を適切に誘導すること等を目的として定めるものでございます。 

 なお、それぞれの区市町が地域の課題や特徴を踏まえ地区計画などを都市計画に定める

際は、本方針に則して定めることとされております。 

【原田（保）会長】  里吉委員、どうぞ。 

【里吉委員】  最後に、それぞれの区市町村の地域が課題や特徴を踏まえて、それぞれ

定めるという御説明だったんですけれども、その際もこの方針に則して定めるということ

で、この計画が方向を示すというものになると思うんですね。 

 その上で、今回、住宅市街地の開発整備の方針、変更する理由として、都市計画区域マ

スタープランですとか東京都住宅の方針が新しく決まったということも踏まえて変更され

るということで伺っています。 

 そうしますと、昨年３月に変更された都市計画区域マスタープラン、これも、大きな影

響をこの計画に及ぼすと思うんですが、拠点の位置付けや考え方を再編しました。中枢広

域拠点については、先ほども話ありましたけれども、更なる東京の魅力の向上や国際競争

力の強化に向けてという理由をつけて、環七の内側では従来の３２か所から８５か所に拠

点の数を一気に、２．５倍増やしました。 

 私は、コロナ禍も経て、多くの専門家も言ってましたけれども、今までのような開発の

計画はもう時代遅れなのではないか、見直すべきなのではないか、という声もありました。 
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 また、先ほど来議論がされてきましたけれども、気候危機への対応としても、カーボン

ゼロへの対策としても、改めてどのような建物をどの場所に建てるのか、数全体も減らし

ていくことも必要ですし、開発計画は見直すべきということを言ってきました。 

 今回は住宅の方針ですけれども、この方針にとって住宅市街地の開発市街地の構想の明

確な位置付けを行うものということで、これからのまちづくり、住宅を含めたまちづくり

に大きな影響を与えるものと思っております。 

 改めて１点確認したいのですけれども、これは平成２７年に変更して以来の変更という

ことで、都市づくりのグランドデザインの策定や、都市計画区域マスタープランの策定、

住宅マスタープランの改訂を踏まえてどのように変わったのか、特徴をお示しください。 

【原田（保）会長】  浦口幹事、どうぞ。 

【浦口幹事】  今回の変更案では、本年３月に策定した新たな東京都住宅マスタープラ

ンを踏まえ、住宅市街地の開発整備の目標を見直し、成長と成熟が両立した未来の東京の

実現に向けて、新たな日常に対応した住まい方の実現など１０の目標を定め、それぞれに

示す２０４０年代の姿を目指すこととしております。 

 また、この目標の実現に向けて、都市づくりのグランドデザインで示された中枢広域拠

点域など、四つの地域区分と二つのゾーンについて、それぞれの特性と将来像を踏まえた

都市づくりの視点から、地域ごとに住宅市街地の整備又は開発の方針を定めるものでござ

います。 

【原田（保）会長】  里吉委員、どうぞ。 

【里吉委員】  それでは、どのように具体的に今回の内容に反映されているのか、お示

しいただきたいと思います。 

【原田（保）会長】  浦口幹事 

【浦口幹事】  実現すべき住宅市街地の在り方に関しましては、近年、住生活をめぐる

状況が変化しており、地震、水害などの自然災害への備えや、ＤＸの進展、新型コロナ

ウイルス感染症の拡大を契機とした新たな日常などに対応した住宅政策が求められている

こと、また都市計画区域マスタープランでは、高齢者、子育て世帯、障害者などあらゆる

人々が暮らしやすい場を提供するとともに、ライフスタイルや価値観の多様化に応じて、

住み、働き、憩う場を選択することができる都市を目指すとしていることなどを踏まえ、

本方針においては、成長と成熟が両立した未来の東京の実現を基本的な目標に掲げている

ものでございます。 
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 この目標に向けて住宅市街地の整備又は開発の方針では、例えば、中枢広域拠点域にお

いて、いわゆる広域ゼロメートル市街地では、浸水に対応したまちづくりを進めていくほ

か、木造住宅密集地域では、道路・公園整備や不燃化を促進すること、また新都市生活創

造域では、サテライトオフィスの設置やテレワークの環境整備による職住の融合などを図

り、都民の生活の場としての住宅市街地を整備することなどとしております。 

【原田（保）会長】  里吉委員、どうぞ。 

【里吉委員】  ここに述べられている地震や水害など自然災害への備えですとか、あら

ゆる人が暮らしやすい場を提供するということについては、必要なことですし、誰も反対

しないと思うんですね。取り組むべき課題だと思います。 

 しかし、実際にこの細かい一つ一つの計画を見てみますと、いくつもの地域で見られる

んですけれども、防災対策などを理由に挙げて、巨大道路をつくって地域コミュニティを

壊していく、そういう街づくりといっても、そこに住んでる人達が出ていかなければいけ

ないような計画が進められているというのが実際だというふうに思います。 

 今回、新規の重点地区として足立区や練馬区など１０か所以上増えていますが、これは

都市計画マスタープランでも新たに環七の外側にも地域の拠点など新たな拠点を設けたこ

との反映ではないかというふうに、私は理解しました。また、品川では重点地区の箇所数

は増えていないんですけれども、対象地域が拡大していると、一つ一つが面積が広がって

いるということがありました。 

 その結果、この計画それぞれの地元の皆さんから私たちのところにもいろんな意見が寄

せられています。そこで改めて、これ最後の質問ですが、今回の方針それぞれの地元と意

見調整を行ったということですけれども、どのように行ってきたのか伺います。 

【原田（保）会長】  浦口幹事 

【浦口幹事】  本方針の見直し案の作成に際し、令和３年６月に、都は、関係区市町に

対して、策定の考え方を示した上で、住宅市街地の開発整備の方針の見直しの原案の確認

を依頼し、同年８月に区市町からの回答を頂いております。 

 都は、区市町の回答を精査して取りまとめの上、令和４年３月に、都市計画の案を作成

いたしました。 

 その後、都市計画法第１８条に基づき、区市町への意見照会を行い、全区市町から令和

４年８月までに、案について意見がない旨の回答を頂いております。 

 また並行して、都市計画法第１６条に基づく公聴会の開催、都市計画案の縦覧、意見書
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の提出などの手続きの中で、都民等の意見を聴取しております。 

 このように、区市町との調整や都民等の意見聴取を十分に行った上で策定しているもの

でございます。 

【原田（保）会長】  里吉委員、どうぞ。 

【里吉委員】  地元自治体とは協議の上で決定しているというお話でした。しかし、こ

れからの意見を申し上げますけれども、実際には地域で地元住民の声を反映した街づくり

が行われていないという訴えをいくつも伺っております。 

 今回まとめてたくさん出ておりますので、都市計画住宅市街地の開発整備の方針につい

ては、併せて意見を申し上げたいと思います。 

 まず、東京２３区、一番最初の議題ですけれども、例えば、品川区では、新たに加わる

国際ビジネス交流ゾーンでは、国際水準の住宅サービスアパートメント、医療、教育、子

育ての施設等の整備を誘導するとありますが、外国人富裕層のための土地利用を進める方

針で、住民の権利や生活を壊すものになるのではないか、という意見。 

 足立区では、千住旭町や日ノ出町地区など、それから西新井駅東口地区などで、地権者

の一部が反対している中で整備が進められている。また西新井本町など西新井駅東口周辺

地区では、特定整備路線もあり、立ち退きを迫られて困っている住民も多くいる。 

 また他の区でも住民の反対が多い、先ほど述べましたような、道路建設を前提にした街

づくり住宅建設の方針が出されていて、反対の意見が出されています。 

 また、多摩地区ですが、いくつか意見述べます。 

 小金井市では、方針全体が再開発を誘導するもので、武蔵小金井駅北口の再開発の促進

が示されていること。住宅確保については不十分であるというということから反対。 

 羽村市では、羽村駅西口区画整理事業について、現在の計画は地元では合意がない。今

見直しのための検討が行われていることから反対。 

 小平市では、意見書が寄せられていましたけれども、重点地区である小平駅北口地区に

ついて、対象地域内に長年住み続けている複数の地権者が、高度利用地区に指定する方針

に反対している。削除することを求めている。 

 小川駅西口地区についても、見直しを求めており反対。 

 あきる野市では、武蔵引田駅北口区画整理事業について、そのやり方にいくつもの問題

が指摘されています。一部住民からも反対がありますが、道路工事などが進められており、

反対する。 
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 国立市では、老朽化が進んでいる大規模団地の建替え、公共施設のリニューアルなどに

ついて、国立市の示してしている方針にある富士見台ＵＲの建替えについての反対の声が

出ているんですが、今回のこの計画では、全域が一つの対象地域に国立市の場合はなって

いるので、具体的にどこの場所を示すのか明確ではないが、賛成できませんという、地元

の声をいただいております。 

 よって、７５６９号、７５７９号、７５８１号、７５８６号、７５８８号については、

反対。７５８４号については、意見を保留したいと思います。 

 また、今回反対まではしないものの、都市づくりのグランドデザインや都市計画区域マ

スタープランなどの変更について、危惧する声も寄せられており、反対とまでは言えない

という地域も、賛成はするけれどもそれは積極的賛成ではないよという声もいくつもあり

ました。 

 言うまでもなく、街づくりの基本はあくまでその地域に住む住民です。住民不在の都市

計画や街づくり政策を抜本的に見直して、住民が本当に主人公と言える街づくりとするこ

とが求められています。 

 現在行われている街づくり事業に対して、本当の意味での住民参加、住民主体の計画づ

くりを推進する都市計画制度、私は本当に変更することが必要だと考えています。そのこ

とが必要だということも併せて申し上げて意見といたします。 

【原田（保）会長】  ほかに御質問、御意見、ないようでしたら、日程第７につきまし

て、採決に入らさせていただきます。 

住宅市街地の開発整備の方針につきましては、都市計画区域ごとに定めるということに

なっておりますので、それぞれごとに採決をさせていただきます。 

２０件ございますが、御協力よろしくお願いいたします。 

まず、議第７５６９号、東京都市計画に係る案件について、賛成の方は挙手を願います。 

〔 賛成者挙手 〕 

賛成多数と認めます。 

続きまして、議第７５７０号、八王子都市計画に係る案件について、賛成の方は挙手を

願います。 

〔 賛成者挙手 〕 

全員賛成と認めます。 

続きまして、議第７５７１号、立川都市計画に係る案件について、賛成の方は挙手を願
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います。 

〔 賛成者挙手 〕 

全員賛成と認めます。 

続きまして、議第７５７２号、武蔵野都市計画に係る案件について、賛成の方は挙手を

願います。 

〔 賛成者挙手 〕 

全員賛成と認めます。 

続きまして、議第７５７３号、三鷹都市計画に係る案件について、賛成の方は挙手を願

います。 

〔 賛成者挙手 〕 

全員賛成と認めます。 

続きまして、議第７５７４号、府中都市計画に係る案件について、賛成の方は挙手を願

います。 

〔 賛成者挙手 〕 

全員賛成と認めます。 

続きまして、議第７５７５号、調布都市計画に係る案件について、賛成の方は挙手を願

います。 

〔 賛成者挙手 〕 

全員賛成と認めます。  

続きまして、議第７５７６号、青梅都市計画に係る案件について、賛成の方は挙手を願

います。 

〔 賛成者挙手 〕 

全員賛成と認めます。 

続きまして、議第７５７７号、昭島都市計画に係る案件について、賛成の方は挙手を願

います。 

〔 賛成者挙手 〕 

全員賛成と認めます。 

続きまして、議第７５７８号、町田都市計画に係る案件について、賛成の方は挙手を願

います。 

〔 賛成者挙手 〕 
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全員賛成と認めます。 

続きまして、議第７５７９号、小金井都市計画に係る案件について、賛成の方は挙手を

願います。 

〔 賛成者挙手 〕 

賛成多数と認めます。 

続きまして、議第７５８０号、日野都市計画に係る案件について、賛成の方は挙手を願

います。 

〔 賛成者挙手 〕 

全員賛成と認めます。 

続きまして、議第７５８１号、小平都市計画に係る案件について、賛成の方は挙手を願

います。 

〔 賛成者挙手 〕 

賛成多数と認めます。 

続きまして、議第７５８２号、国分寺都市計画に係る案件について、賛成の方は挙手を

願います。 

〔 賛成者挙手 〕 

全員賛成と認めます。 

続きまして、議第７５８３号、東村山都市計画に係る案件について、賛成の方は挙手を

願います。 

〔 賛成者挙手 〕 

全員賛成と認めます。 

続きまして、議第７５８４号、国立都市計画に係る案件について、賛成の方は挙手を願

います。 

〔 賛成者挙手 〕 

賛成多数と認めます。 

続きまして、議第７５８５号、西東京都市計画に係る案件について、賛成の方は挙手を

願います。 

〔 賛成者挙手 〕 

全員賛成と認めます。 

続きまして、議第７５８６号、福生都市計画に係る案件について、賛成の方は挙手を願
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います。 

〔 賛成者挙手 〕 

賛成多数と認めます。 

続きまして、議第７５８７号、多摩都市計画に係る案件について、賛成の方は挙手を願

います。 

〔 賛成者挙手 〕 

全員賛成と認めます。 

続きまして、議第７５８８号、秋多都市計画に係る案件について、賛成の方は挙手を願

います。 

〔 賛成者挙手 〕 

賛成多数と認めます。 

それぞれ２０件につきまして、原案どおり可決されたということでございます。 

  ──────────────────────────────────── 

【原田（保）会長】  それでは、長時間にわたりましたけれども、以上をもちまして本

日の議事は全て終了いたしました。委員の皆様方には長時間にわたり御審議に御協力をい

ただきまして、ありがとうございました。 

 なお、議事録には、私のほか鬼沢委員にも署名をよろしくお願いしたします。 

これをもちまして、本日の審議会を閉会いたします。ありがとうございました。 

午後４時２７分閉会 

 

※本稿は、後日発行される議事録の未確定版です。 


